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　第1章
緒　　言
近年，危険性を伴う産業活動において，安全を確保するためにコンピュータを含んだ安全システムが使用
され始めた［1－31，このため，そのようなサブシステムの設計・製造・使用上のガイドラインが必要とな
り，国際規格IEC61508（その翻訳規格JIS　C　O508）が発効した［4，51。IEC61508は，電気・電子・プロ
グラマブル電子安全関連系（E／E／PE　SRS：Electrical／Electronic／Programmable　Electronic　Sa蹴y
Related　System）を含むシステムの機能安全に関する基本的な規格とされている．また，本規格は分野
規格の制定の促進を目的の一つとし，プロセス産業分野ではIEC61511，鉄道分野ではEN50126が発
行されている［6，7］．
　Guide5！に準拠した本規格は，リスクを「危害発生の蓋然性と危害の過酷さの組合せ」と定義し，こ
れを規範として全安全ライフサイクルと安全度水準（SIL：Sa£ety　Integrity　Level）という2っのフレー
ムワークで構成されている．SILは，SRSに割り当てられる安全機能の安全度要求事項を特定するため
の各々が1桁の幅をもつ機能失敗確率または危険側故障率の4段階の離散的水準の1っである（表1．1，
表L2参照）。規格中では，機能失敗確率を用いてSILをSRSに割り当てるための条件は，rSRSへの作
動要求の頻度が1（回／年）より大きくなく，かつ，プルーフテスト頻度の2倍よりも大きくない場合」，
危険側故障率を用いてSILをSRSに割り当てる条件は，「SRSへの作動要求頻度が1（回／年）より大き
い，又はプルーフテス’ト頻度の2倍よりも大きい場合」とされている．しかしながら，作動要求の発生
率や作動要求状態の平均継続時問が異なる場合にSILを決定する方法は具体的に規格に明記されていな
い．よって，妥当なSILをS：RSに割りふるためには，危険事象発生機構を解析し，SRSへの作動要求
とSRS故障との関係から危険事象率やリスク軽減率を推定することが必要となる．
　以上から，本論文では，SRSに対して合理的にSILを割り振る方法を導くことを目的とする．すなわ
ち，従来の信頼性工学の概念から危険事象頻度と危険事象率とをモデル化し，マノレコフモデル及び順序
依存型故障論理によりSRSを含む全体システムの危険事象率をSRSの危険側故障率と作動要求とから
導出する．さらに，作動要求率によって表1．1と表1．2とのどちらを選べばよいかを示す．これにより，
現在の規格では明記されていない作動要求が中発生率であるようなモードに対してSILをSR、Sに割り
振ることが可能となる．
　論文の構成は以下となっている．
　まず，第2章でリスクの定義をする．従来の信頼性工学の概念から，危険事象率，危険事象頻度など
を示す．また，本論文で使用する用語と記号の定義を示す．
　第3章では，プルーフテストによってのみSRSが修復かつEUCをプルーフテスト時に停止させない
条件下で危険事象率推定式を導出する．
　第4章では，第3章と同条件で，プルーフテストを近似的に取り扱い状態遷移図によって危険事象率
推定式を導出する。また，その妥当性をシミュレーションによって検証する．さらに，従来導出されて
いる危険事象率推定式の改善を行う．
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表　1。1　低頻度作動要求モードで運用するSRSに割り当てられる安全機能に対する目標機能失敗尺度［5］
安全度水準（SIL）作動要求当たりの設計上の
　機能失敗平均確率
4 10－5以上10一4未満
3 10－4以上10『3未満
2 10－3以上10｝2未満
！ 10－2以上10－1未満
表　1．2　高頻度作動要求又は連続モードで運用するSRSに割り当てられる安全機能に対する目標機能失敗尺度［5］
安全度水準（SIL） 単位時間当たりの
険側故障確率［1／h］
4 10－9以上10－8未満
3 10－8以上10－7未満
2 10－7以上10｝6未満
1 10－6以上10『5未満
第5章では，自己診断により検出されるフォールトと自己診断に検出されないフォールトとが存在す
る並列冗長構成のSRSをもつ全体システムの危険事象率を導出する．また，2－out－of－3構成のSRSに
も同様の手法を応用することにより危険事象率推定式を導出できることを示す．
最後に第6章で結果をまとめる．
2
本論文の用語は，基本的にJIS　C　O508とJIS　Z8115に従うが［9，13］，以下に主な用語を定義する［14］、
［略語］
BCS；basic　control　system
CENELEC：european　committee飲electrotechnical　st翫ndardization
1）0：diagnostic　coverage
DD：dangerous　detected
DU：dangerous　undetected
EN：europeannom
ERRF：extemal　risk　reduction　facility
EUC：equipment　under　control
IEC：international　electrotechnical　com．mission
IEEE：instituteofelectricalandelectronicengineers
ISO：internεしtional　organization£or　stεしndar（lization
MFT：mean　fault－duration　time
MIL－HDBK：military　handbook
PT：proof　test
RRR：risk　re（iuction　raもio
SIL：sa免tyintegrityleveI
SRS：sa蹴y－relatedsystem
［用語の定義］
危害＝人，財産や環境の価値が損なわれている状態，
危険事象：危害の開始．
回復：危害の終結．
リスク：危険事象の蓋然性と危害の苛酷さの組合せ1）．
EUC：製造，プロセス，運輸，医療，その他の業務に供される機器
SRS：全体システムの中で，EUCを安全な状態に移行させるため，またはEUCの安全な状態を維持す
るために必要な安全機能を所与のSILをもって遂行するサブシステム．
他技術SRS；E／E／PEを用いないSRS・例えば，自動車におけるシートベルトが該当する・
ERRF：SRSとは区別，分離され，リスクを軽減する施設．例えば，道路のガードレールが該当する．
危険側フォールト：SRSが，その安全機能を喪失している状態．以下，危険側フォールトを単にフォー
ノレトとレ、う．
1）本論文では，危害の苛酷さを一定として危険事象の蓋然性すなわち危険事象率のみを問題とする、
3
危険側故障：フォールトの開始（以下，故障）。
自己診断：フォールトを発見して，修復をさせる自動的な診断テスト．通常，非常に高い頻度で実施さ
れる．
チャネル：安全関連系で，当該安全機能を独立して実行する要素又は要素郡。
DDフォールト：自己診断によって発見されるフォールト．
PT（プルーフテスト）＝フォールトを発見し，修復するための定期的なテスト。通常，マニュアルで0．5
～2［1／yearl程度の頻度で行われる．
DUフォールト：自己診断では発見されず，PTまたは作動要求による危険事象の生起によってのみ発見
されるフォーノレト，
DD故障：DDフォールトの開始．
DU故障：DUフォールトの開始．
修復：フォールトの終結。
作動要求状態：SRSの安全機能の作動が要求されている状態．
作動要求：作動要求状態の開始．
完了：作動要求状態の終結。
プルーフテスト：フォールトを発見し，修復するための定期的なテスト（以下，PT），通常，0．5～211／yearl
程度の頻度で行われる．
平均フォールト継続時聞：PT終了時から次回PT開始時までにおいて作動要求がない場合に，SRSが
フォールトにある条件下でのフォールトの平均継続時間（以下，MFT），
1記号の定義］
Pr｛・｝：・の確率
Ex｛・｝：・の時間長の統計的期待値
丁：PT終了時から次回PT開始時までの時閲（以下，PT問隔）［hours］（以下，［hl）．
λDU（DU故障率）［1／h］：lim　Pr｛全体システムが時刻亡において非作動要求状態で，かつSRSがフォー
　　　　　　　　　　　む　のルトになく，かつ安全側フォールトにもない条件下でSRSが（オ，オ＋ムオ1でDU故障｝／△孟。
λρp（DD故障率）［1／hl：lim　Pr｛全体システムが時刻fにおいて非作動要求状態で，かつSRSがフォー
　　　　　　　　　　　カ　の
ルトになく，かつ安全側フォールトにもない条件下でSRSが（f，治＋ムオ］でDD故障｝／△亡．
λp（故障率＝DU故障率＋DD故障率）［1／h］：時刻オでフォールトにない条件下で，時刻元での単位時問
当りの故障の発生確率．
π：アイテムやサブシステムがおかれている環境に依存するパラメータ．作動要求状態におけるSRSの
故障率，DU故障率およびDD故障率をπλp，πλouおよびπλPD［1／h］とする．
μ（修復率）［1／h］：撫。Pr｛SRSが時亥照こおいてDDフォーノレHこある条件下で，SRS力弐（オ計△舌1で
修復｝／△舌，
λM：lim　Pr｛全体システムが時刻オにおいて非作動要求状態にある条件下で，（オ，オ＋△dで作動要求｝／△孟
　　　オ　のじ
（以下，作動要求率）11／hourl（以下，［1／hl）．
4
μM：1im　Pr｛全体システムが時刻オにおいて作動要求状態にある条件下で，（舌，オ＋△舌］で作動要求状態
　　　ホ　　
が完了｝／△孟（以下，完了率）［1／hl．
肌（回復率）［1／hl：1im　Pr｛全体システムが時刻オにおいて危害にある条件下で，（オ，オ＋ムオ1で催の全体
　　　　　　　　　オ　　
システムヘの解析対象の移行｝／△乱
ω（舌）（時刻亡における危険事象率）；hm　Pr｛全体システムが時刻オにおいて危害にない条件下で，（オ，オ＋
　　　　　　　　　　　　　　　　△亡→0
△司で危険事象｝／△老［1／h］．
ωp：順序依存型故障論理によって導出した平均危険事象率［1／hl
ωR：状態遷移図によって導出した危険事象率11／h］
ωR5［1／h］：ランダムPTに基づき，シミュレーションによって算出した危険事象率
ωp5［1／h］：定期的PTに基づき，シミュレーションによって算出した危険事象率
ωA：ωRの特別な場合の推定値11／h］．
ωK：加藤らの平均フォールト検知時間確率モデルの定式化による危険事象率［1／h］。
RRR（リスク軽減比）；危険事象率／λM
5
　　　　　　　　　　　第2章
リスクの定義と危険事象の定量化
2．1　はじめに
　リスクは，さまざまに定義されているが，安全に関する国際標準ISO／IEC　Guide51［8］では，「危害
の生起確率と当該危害の苛酷度との組み合せ」と定義されている．この定義には，なにか曖昧さが感じら
れる．なぜなら，危害が事象なのか状態なのか，あるいはその両者を意味するのか明確でないからであ
る．「危害の生起」ということからは，事象とも解釈できるが，「危害の苛酷度」といえば，むしろ状態とも
いえる。信頼性（ディペンダビリティ）用語［9］上の取り扱い（モデル）では，状態は時間幅を持つアイテ
ムの特性であり，事象はアイテムのある状態から他の状態への遷移であり，時問幅を持たないアイテム
の変化を意味する．ISO／IEC　Guide51は，危害を人の傷害や健康逸失，または財産や環境の価値の逸
失（physicalinjuryordamagetothehealthofpeopleordamagetopropertyortheenvironment）
と定義している［81．英語では，injuryという概念は事象に近く，damageという意味はinjuryの結果
生ずる状態に近いようである．前述のよう1こ信頼性（ディペンダビリティ）用語191では，2000年の改定
前まで，故障（failure）という用語を現在の故障（すなわち事象）とフォールト（塩ultすなわち状態）との
両者の意味で用いてきた。しかし，現今では，故障とフォールトを区別するようになっている．さらに，
フォールトが終了して，アイテムが再び機能可能な状態（up　state）となる状態遷移を回復（recovery）ま
たは修復（restoration）といい，この状態遷移を事象として，概念の明確化をはかっている［9］（図2．1
参照）．
　ISO／IEC　Guide51における”危害”は，ちょうど，改定以前の信頼性（ディペンダビリティ）用語にお
ける”故障”に似た状況にある．すなわち，”危害”は，現在のところ，事象と状態とを共に表現する概念
であると結論づけざるをえないであろう．リスクを定量的に扱うためには，その用語の概念の明確化が
必要であり，本論文ではその問題に以下のように対処することを提案する．
2．2　定義の修正
ISO／IEC　Guide51では，危険事象（hazardous　event）という用語が用意されている［8］．危険事象
は，潜在危険にさらされている状態，すなわち，危険状態（hazardous　si七uation）から危害が生起する
ことと定義されている．そこで，本論文では，信頼性工学におけるフォールトに対応して，危害を状態
のみをあらわす概念として限定して用いることを提案する．すなわち，危険状態から危害への状態遷移
を危険事象（信頼性工学の故障に相当）として使い分けることが合理的である．図2．1に信頼性工学にお
けるup　state一フォールトの状態遷移を示ず危害は上述の修正提案から，「人の傷害や健康逸失の状態，
または財産や環境の価値喪失状態」と定義できる．リスクは「ある危害をもたらす危険事象の当該条件
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図2．1　「ug　s右ate一フォールト1聞の状態遷移
下での生起確率と当該危害の苛酷度との組み合せ」と修正して定義できる．ここで，なぜ「当該条件下」
という語句を入れたかといえば，事象が生起する確率を推定するためには，その状況や，それがどの時
点からどの時点までの間に生起するのか，時問間隔などの条件を与えることが必要なためである．
2．3　リスクの定量モデル化
2．3．1　危険事象頻度
　ところで，状況によっては，危険事象は1回のみ生起するとは限らない．例えば，ある交差点では，年
間当たり平均5件の衝突事故（危険事象）が生起するかもしれない．道路管理者からみた場合，この交差
点の衝突事故リスクを査定するために，年間当たり危険事象数について，それが1回生起す。る確率，2
回生起する確率，＿，n回生起する確率と，全ての場合の確率を網羅しつくさなければならなくなる．こ
のような場合には，むしろ確率よりも当該条件下での危険事象の生起回数の統計的期待値（statistically
expected　number　of　occ皿rences　of　the　hazar（ious　event）を用いた方が合理的である．単位時間当た
りの生起回数の統計的期待値を単に頻度（frequency）ということがある．本論文でも，そのようにいう
ことにする．システムの定常状態での頻度，すなわち常数の頻度ω＊［1／時間］と危険事象の生起確率との
関係は，次のように表すことができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω＊＝Σ［乞×Pr｛危険事象が単位時間に¢回生起する｝】　　　　　　　　（2ユ）
　　　　　　　　　　　　乞＝1
　ここで，”Pr｛危険事象が単位時間に乞回生起する｝”は「危険事象が単位時間に乞回生起する確率」を
意味する．
2．3。2　危険事象率と生起確率
　ある時点舌で危険状態が存在するとき，当該時点孟での単位時間当たりの危険事象の生起確率を危険事
象率（hazardous　event　rate）ということにする，また，時刻孟において危険状態にあるという条件下で，
時刻舌から元＋ムカすなわち（舌＋ムォ）において危険事象が生起するという条件付確率を微小時間幅ムオで
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除した値がムオをゼロに近づけたとき存在すれば，その値を瞬問危険事象率（instantaneous　hazardous
event　rate）λ（老）［1／時間1ということにする．ここで，危険事象は，時問に関してランダムに生起すると
すれば，微少時間幅△舌［時間1においては，たかだか危険事象が1回生起することのみを考えればよい．
もしも，危険事象がランダムでなく，あらかじめ決まった時刻に起きるのなら，リスクは容易に回避で
き，リスク本来の意味を失う．
　さらに，平均危険事象率（mean　hazardous　event　raもe）λ［1／時間1を
　　　　　　　　　　　　　　λ＝（危険事象の生起回数）
　　　　　　　　　　　　　　　／（危険状態が存在する総時間）　　　　　　　　　　　　（2．2）
と定義する．
　もしも，瞬間危険事象率［1／時間1を常数と見なすことができるなら，危険事象の生起は，指数分布
（exponential　distribution）に従うことになる，このとき，瞬間危険事象率と平均危険事象率とは一致す
る．すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ（オ）＝λ　　　　　　　　　　　（2．3）
となる。’ここで，式（2，1）から，平均危険事象率を使うと（0，舌）の区間で危険事象回数VV（0，亡）は，
　　　　　　　　　　　　W（0，オ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝Σ［κ×Pr｛危険事象が（0，オ1の時間
　　　　　　　　　　　　　　　ゑニ　
　　　　　　　　　　　　　　　間隔に乃回生起する｝1
　　　　　　　　　　　　　　一書（1讐）1），〆　　　　（且4）
となり，危険事象頻度などの取り扱いが数式上容易になる．そこで，本論文では，以降，式（2。3）を前提
に議論を進め，瞬間危険事象率と平均危険事象率とを単に危険事象率ということにする．
　リスク要素の一つである危険事象は起きてもらいたくないものである．そこで，時刻0（孟＝0）におい
て危険状態に曝露された後，その状態が孟［時問1継続した時，危険事象が生起しない確率R（孟），生起する
確率F（オ）およびλ［1／時間1との関係を調べてみる．ただし，一度起きた危害は修復しないものとする。
まず，危険事象が生起する場合と生起しない場合は互いに排反であり，全ての場合を網羅するので，
R（オ）十F（舌）＝1 （2．5）
が成り立っ．次に，
Pr｛（舌，孟＋4f）で最初の危険事象が生起｝
＝4F（孟）
ニPr｛危険事象は古まで生起せず
　（舌，孟＋4f）で生起｝
＝Pr｛危険事象はオまで生起せず｝×
　Pr｛危険事象がオまで生起しない条件下で（オ，オ＋4オ）で生起｝
＝R（オ）λ砒 （2．6）
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図　2．2　危険状態，危険事象，危害および回復
より，4F（オ）＝R（オ）λ読が得られ，これと式（2．5）とから，
一dR（亡）／砒二R（オ）λ （2。7）
となり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　R（オ）＝exp（一λ舌）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。8）
　　　　　　　　　　　　　　　　F（カ）ニ1－exp（一λオ）　　　　　　　　　（2．9）
を得る，式（2．8），（2．9）より，オが無限大になれば，R（舌）＝0，F（舌）＝1となることがわかる．すなわ
ち，危険状態に曝露され続けていると，いつか必ず危険事象が生起することになる．危険事象は，時問
に関してランダムに生起すると仮定しているので，意外とすぐに生起するかもしれないし，だいぶ後か
もしれない．平均すると何時間後に生起するかは，式（2．2）からもわかるように，1／λ［時問1後である．
2．3．3　危害とその回復
　危険事象が交通事故であったとしよう．ある人が当該危険事象の後，危害すなわち傷害の回復のため
に入院するかもしれない．何目の入院が必要かは傷害の程度にもよるが，入院中はおそらく交通事故に
は遭遇しないであろう．再び交通事故に運悪く遭遇するとすれば，それは退院後となろう．図2．2に，図
2，1に対応した危険状態一危害の状態遷移を示す．
　2．3．1節で述べたように，リスクとして複数回の危険事象を考慮しなければならない時，危険事象の生
起確率よりも頻度をリスクの尺度とした方が合理的である，このような場合，ある人の交通事故への遭
遇という危険事象を考えると，入院期間が長引けば，結果的に次の危険事象に遭遇する機会が減少する
というように，危害とその回復が危険事象頻度に影響してくる．このように，危険事象頻度を定式化す
るためには，危害の回復に関する確率モデルを考えておく必要がある．
　危険事象率と同様に，ある時点オで危害にあるとき，当該時点での単位時間当たりの回復の生起確率
を危害修復率m（舌）ということにする．
　時刻0（カ＝0）で危険事象が起きたとする。そして，それ以降の危害の回復へ向けた挙動について考え
る．ここで，
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危害回復分布関数σ（オ）（舌二〇で危険事象が生起した条件下で，時刻までに危害が回復している確率）
危害回復密度関数：g（オ）ニ4（穿（オ）／砒
　を導入する．すると，危険事象までのプロセスと同様に，それらの関係式は，
　　　　　　　　　　　　　　鵬（オ）＝9（オ）／（1一θ（オ））　　　　　　　　　（2，10）
　　　　　　　　　　　　　　9（オ）一m（古）exp｛一イ蜘）4u｝　　　（ス11）
　　　　　　　　　　　　　　θ（オ）一オ9（％脚　　　　　（212）
として表現できる，危害修復率が一定値椛（訟）ニμ［1／時間］であるとみなしてよい場合，式（2。10），（2．11），
（2ユ2）から，
　　　　　　　　　　　　　　　　g（舌）＝μexp（＿μオ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．13）
　　　　　　　　　　　　　　　　Gl（孟）＝1－exp（一μオ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．14）
が得らむ，危害の回復が指数分布に従うことになる．式（2ユ4）では，μ＝0でない限り，時問が無限大
になれば，（7（オ）＝1となり，それまでに，当該危害は必ず回復していることを表している。
　危険事象の場合と同様に，平均危害持続時間MTTR（mean　time　to　recovery）［時間1は，次のよう
に与えられる．
　　　　　　　　　　　　　MTT概。。オμexp（一雌1／μ　　　（2・5）
MTTRの逆数は，平均危害修復率μ［1／時閲1を
　　　　　　　　　　　　μ……（危害回復の生起回数）／（危害の総時間）　　　　　　　　　（2．16）
と定義すれば，これに一致する。
2．3．4　定常状態での危険事象の頻度と確率
　ある人の例のように，危険状態すなわち交通事故に遭遇する可能性のある日々を過ごしている場合を
考える．現時点（f＝0）では危害すなわち入院状態でないことがわかっている．当該条件下で，オ時間後
の状態を予測する、
　危険事象と危害の回復事象は，ランダムに起きるものとしているので，いっ起きるか全く予想がつか
ない．その時点までに，何回か危険事象と危害の回復をくり返しているかもしれないし，全く危害を経
験していないかもしれない．従って，現時点では，断定的なことは何もいうことができない．しかし，危
険事象と危害の回復とが，例えば，指数分布としてモデル化でき，当該危険事象率と危害回復率が推定
できれば，揮寺間後の状態は，確率論的に，次のようにして推定可能である．
　現時刻を0（f＝0）とすれば，時刻fにおいて危険状態にある確率オ（孟），危害にある確率9（舌），そして
時刻孟における危険事象頻度切（孟）ll／時間1および危害修復頻度u（舌）［1／時間1は，次のような計算式で推
定することができる［101．ただし，危険事象率と危害修復率とをそれぞれλ［1／時間］，μ［1／時間1とする．
ノ1（亡）＝・［μ十λexp｛一（λ十μ）舌｝1／（λ十μ） （2．17）
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　　　　　　　　　　　C（オ）ニλ［1－exp｛一（λ十μ）オ｝1／（λ十μ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2、18）
　　　　　　　　　　　嘘）ニλ［μ＋λexpHλ＋μ）孟｝］／（λ＋μ）　　　　　　（2ユ9）
　　　　　　　　　　　　”（オ）ニλμ［1－exp｛一（λ十μ）カ｝1／（λ十μ）　　　　　　　　　　　　　　　　（220）
　通常，危険事象率λは！0－6～10－7［1／時間1などと大変小さな値であり，危害修復率μは10－3［1／時
間］程度である．従って，現時点から1～2［年1経過すると，式（2。17）～（220）のλexp｛一（λ＋μ）孟｝［1／
時問1の値は微少量となり，他の項の値に対して相対的に無視できる．定常状態での，危険状態にある確
率、4＊，危害にある確率（2寧，危険事象頻度ω＊11／時間1および危害回復頻度”＊［1／時閲1は，次のような
計算式で推定することができる．
且＊＝μ／（λ十μ）
Q＊＝・λ／（λ十μ）
奴フ＊＝λμ／（λ十μ）
η＊＝λμ／（λ十μ）
（2．21）
（222）
（223）
（2，24）
式（221）～（2．24）は，それぞれ，
・4＊＝（危険状態平均持続時間）／（危険状態平均持続時間＋危害平均持続時間）
Q＊ニ（危害平均持続時間）／（危険状態平均持続時間＋危害平均持続時間）
マガ＝ず＝1／（危険状態平均持続時間＋危害平均持続時間〉
としても表現できる．
2．3．5　個人のリスクと集団のリスク
　2，3．1節から前節までに議論した危険事象頻度の単位は，ll／時間］であるが，これは個人を対象とした
危険事象頻度であるので，［1／（時間・人）］とも表すことができる。ここで，社会的あるいは集団全体の
リスクにおける危険事象頻度を璽。。乞、置とする。この璽。．乞、εの単位は，［1／（時間・集団）1となり，集団の
構成員数をN［人／集団］とすれば，各個人の危険事象頻度がほぼ等しいという条件下で，
　　　　　　　　　　　　　　　砿。C乞αε＝2〉ω＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝λμ〈「／（λ＋μ）　　　　　　　　（225）
を用いて近似できる、これは，仮にマ〃＊が10－6～1r7［1／時間・人1のように非常に小さな値であっても，
集団の構成員数Nが108［人1などと大きな値になれば，切；。。乞、∫は，1［1／（年集団）］をはるかに超えて，105
～106［1／（年集団）］などと大きな値になることを意味する。
2．3．6　統計分布の考察
　前節までにおいては，危険事象と危害回復が共に指数分布に従うとして，危険事象頻度等の推定のた
めの定量モデルを議論した．危害回復すなわち入院期間等は，実際には，指数分布というよりは正規分
布あるいは対数正規分布などに従うとした方が自然なのではないかという疑問が生ずる．
　そこで，危険事象率と危害回復率はそれぞれ等しい二つのシステムで，一方のシステムでは，危険事
象の生起は指数分布，危害の回復は正規分布にそれぞれ従うとし，他方のシステムでは，両者が指数分
布に従うとして，危険事象頻度の数値解析シミュレーション実験を行った111，121。この結果によれば，
いずれのシミュレーション実験の場合でも，両システムでの危険事象頻度の推定差異は5～6［％］にとど
まり，あまり統計モデル上の問題に過敏にならなくてもよいことが示唆されている．
2．4　まとめ
　リスクの定義を明確化するために，危害をアイテムの状態をあらわす用語に限定して用い，リスクを
rある危害をもたらす危険事象の当該条件下での生起確率と当該危害の苛酷度との組み合せ」と修正して
定義することを提案した．これを用いて，リスクの定量化の基盤である危険事象頻度，危険事象率，危
険事象生起確率，危害修復率などの定量モデル化の方策を示した。これにより，国際規格のIEC61508
で必要とされるSRSへのSI：Lの割り当てを，危険事象率を基準とした合理的な方法で行うことが可能
となる．
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　　　　　　　　　　　第3章
順序依存型故障論理による定式化
3．1　はじめに
　SILをSRSに割りふるためには，危険事象発生機構を解析し，SRSへの作動要求とSRS故障との関
係から危険事象率やリスク軽減率を推定かつ評価することが必要である．しかし，規格には，そのため
の具体的方法は明記されておらず，したがって危険事象率やリスク軽減率の推定のための定式化が問題
となる．
　加藤らは，この問題に対処するために，SRSへのランダムな定常状態の作動要求（以下，定常作動要
求）に対して，自己診断機能のない，すなわちSRSのDUフォールトがPT，擬似作動要求または危険
事象が生ずることによってのみ発見される場合で，PT問隔時問平均危険事象率（以下，平均危険事象率）
の推定式を導出している［15，161。そこでは，いわば，平均フォールト検知時間確率モデルが定式化の根
幹となっている．また，川原らは，状態遷移図を用いて，SRSが自己診断機能をもつ場合について，定
常作動要求および危険事象の関係を定式化、している［17，181。以上の研究はPT時にEUC（用語の定義
参照）を停止させない，すなわち定常作動要求とみなせる全体システムの場合であった．
　さらに，吉村らは，SRSに自己診断機能がなくかつPT時にEUCを停止させる場合，すなわちラン
ダムな非定常状態の作動要求（以下，非定常作動要求）となる場合について，平均危険事象率と作動要求
率および作動要求状態継続時問との関係を定式化している1191。
　本章では，順序依存型故障論理の定式化モデル［20］を基に定常作動要求かっSRSのDUフォールト
がプルーフテストによってのみ修復される場合について平均危険事象率を定式化する．さらに，各作動
要求モードにおける近似的平均危険事象率推定式（以下，近似式）を導出し，SILの簡易的決定法を提案
する．
3．2　システムの設定
　規格では，全体システムを図3。1のように設定している．全体システムはEUC，EUC制御系（BCS），
SRSおよびERRFから構成されている．BCSは，危険事象を発生させないようにEUCを制御する．
BCSがEUCの制御に失敗した場合またはEUCにBCSの制御範囲外の異常事象が生じた場合，SRSま
たはERRFに作動要求が発生する．本論文では，議論の簡単化のために，全体システムがEUC，BCS，
SRSの3サブシステムから構成されているものとする．ここで，全体システムに以下の前提条件を設定
する。
（a）SRSに自己診断機能はなく，DUフォールトはPTにより新品同様に修復される，修復に要する時
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図　3．1　全体システムと作動要求との関係
間はPT問隔丁よりも十分短いものとし，その修復中におきる危険事象発生確率は無視できるものとす
る．
（b）作動要求と完了は，それぞれ定数λM［1／hlとμM［1／hlをもつ指数分布でモデル化できる．
（c）DU故障はλpu［1／h1をもつ指数分布でモデル化でき，λρuT《1とする．また，DU故障と作動
要求とは相互に統計的に独立して発生する。
（d）PT時にEUCを停止させず，作動要求は定常状態とみなせる・すなわち，作動要求頻度ωM［1／h1，
作動要求状態確率QMは12月，
　　　　　　　　　　　　　　　　λMμM　　　　　　λM　　　　　　　　　　　　　ω班＝　　　　3QM＝　　　　　　　　　　　　　　　　λM十μM　　　　　　λM十μMO
（e）SRSの安全側フォールト1）は速やかに検出され，危険事象の確率過程に与える影響は無視できる．
（f）危険事象が発生すると当該システムは，リスク評価の母集団から直ちに除去され，解析対象を残余の
母集団中の他システムに移行させる．
　この全体システムでは，DU故障，そして作動要求に関して，危険事象は次の互いに排他的な論理の
いずれかによって生ずる［15，16，18，19］。
　A．rDUフォールトー作動要求」論理：SRSがDUフォールト時に作動要求が生じて危険事象となる
論理（以下，論理A）．
　B．r作動要求状態一DU故障」論理：作動要求状態でDU故障が生じて危険事象となる論理．（以下，論
理B）。
　図3。2は，横軸が時問を表し，上段がSRSの状態，中段が作動要求状態を示している．中段の時刻A
は作動要求，時刻Bは完了，AB間は作動要求状態，上段の時刻CはDU故障，時刻Dは修復，CD間
はDUフォールトをそれぞれ示している。前提条件（a）より，PT直後（時刻D）ではSRSは正常である。
時刻F前まではDUフォールトと作動要求状態とが同時刻に存在していないので，危険事象が発生する
ことはないが，時刻EでDU故障が発生し，このDUフォールトを修復するPTより前の時刻Fで作動
要求となると論理Aによる危険事象が発生する（図3．2下段参照）。これに対して，論理Bによる危険
事象は，例えば，AB間の作動要求状態でDU故障が生ずることによる，また，前提条件（f）より，危険
事象となると当該システムはただちに取り除かれ，残余の母集団中のシステムに解析対象を移行させる。
1）SRSを潜在的に危険な状態すなわち安全機能喪失の状態にする可能性がないSRSの異常状態．例えば，安全側フォールトがEUC
を誤停止させるが，結果的には安全な状態が維持されるようなSRSの異常状態・
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図3．2　PT聞における危険事象
3．3　従来の平均危険事象率推定式
　従来の定常作動要求時の平均危険事象率推定式ωκ［1／hlと非定常作動要求時の平均危険事象率推定式
ωy［1／h］とをそれぞれ式（3。1）と（32）とに示す［15，16，19］，
　　　　　　　　　　　　λpuωM（1－QM）2　　　　　　　　　ωK＝　　　　　　　　　　　　　十λpuQM。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3ユ）　　　　　　　　　　　　　2／T＋ωM
　　　　　　　　　ωy一λpu（1λM（λ鍔μM）丁篭藷λMT
　　　　　　　　　　　＋μM（λ藷μM）Tピ（λ…M）T）・　　　（3・2）
　ここで，ωy［1／hlの近似式は，「高発生率一短継続（λM》1／T［1／hl，μM》1／Tl1／hl）」，「高発生率一中
継続（λM》1／丁弼μM［1／h］）」と「高発生率一長継続（λM》1／T》μM［1／h］）」の各作動要求モード
で，全てλDul1／h］となる［191．これは，高発生率作動要求モードでは，DU故障の後ただちに作動要
求が発生するか，DU故障時に作動要求状態にある場合のいずれかが真となり，DU故障がただちに危
険事象となるのでDU故障率が危険事象率に等しくなることを示している．
　一方，ωK［1／h］の近似式は上記のモードでそれぞれλpu｛（1－QM）2十（～M｝［1／h］，λpu［1／h1と
λpu［1／hlとなる（その他の作動要求モードについては表3。1参照）。ωκ［1／hlとωyl1／hlとは，作動
要求の定常と非定常の状態以外に関しては同一の前提条件で導出されており，ωK［1／hlの近似式が「高
発生率一短継続」作動要求モードでλ1）u［1／h］とならないことはωκ［1／hlの推定式の合理性に疑問が生
ずる．
　そこで，次章では，この問題を解決するため，順序依存型故障論理の定式化に基づき，新たに定常作
動要求時の平均危険事象率推定式を導出する．
3．4　平均危険事象率の導出
　吉村らは，文献［19］で論理Aに該当する「フォールト・作動要求j論理と論理Bに該当する「作動
要求状態・故障」論理とのそれぞれから平均危険事象率推定式を導出し，それらの和を非定常作動要求
の平均危険事象率推定式としている．
　論理Bに関して，あるPT間隔を（オo，舌o＋T1とすると，文献［19］の前提条件7では，PT時にEuc
を止めることにより時刻孟oにおいて非作動要求状態であるが，本論文の前提条件（d）により，PT時に
EUCを止めないため，時刻オo以前から続く作動要求状態が時刻孟o以降も存在する場合が考えられる．
　ここで，PT時に作動要求状態でSRSが正常に動作していれば，特にSRSを停止させて調べなくて
もSRSが正常であることがわかる場合もあろう．また，PT時に動作しているSRSを停止させて調べ
る場合には，SR，Sの代替機能を遂行するバイパス装置を設置したり，SRSに代ってマニュアル運転を行
うなどの措置によって当該作動要求状態に対応可能である．
　このように，PT時にEUCを停止せず定常作動要求とみなせる場合，時刻元oで作動要求状態である
可能性がある．そこで，本論文の平均危険事象率推定式の導出では，吉村らによる論理Bに，時刻孟oで
作動要求状態である場合を追加することが必要となる．ここで，以下のように記述する：
　論理B’：論理Bのうち，時刻岩oにおいて作動要求状態にあることにより危険事象が生起
　論理B，，：論理B，以外の論理B
3．4．1　論理Aと論理B”とによる平均危険事象率
　定常作動要求時での論理AとB”とによる平均危険事象率ωAB”［1／h］は次のように導出することがで
きる．孟を（o，T1，uを（o，オ］間の時刻とすると，文献［19］の式（23）より，
　　　　　　　鯉一λPヂ嘘（1－QM（u））＠M伽）＋幽圓購
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3。3）
ただし［21］，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　λM　　　　　　　　　　　　QM（u）ニ　　（1一ε一（λM＋μM）u）．　　　　　　（3．4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　λM十μM
　前提条件（d）より，式（3．3）中のQM（u）を定常状態の値すなわちQM（賜）＝QMとすることにより，
　　　　　　　　　　　　　　　λpuλM
　　　　　　　　　　ω！1β”＝　　　　　　　　　　　　　　T（λM＋μM）
　　　　　　　　　　×（㍗＋T＋驚囲一1）＋毒（ε…T－1））　　（3司
が得られる．
3．4．2　論理B’による平均危険事象率
　SRSのDU故障，作動要求及び危険事象の時間推移を図3，3に示す。図3．3の時刻ちは，ある
PT間隔（孟o，オo＋T］を十分大きい数1〉で等分した時の，ある時刻を表しておりちニオo＋琶△砲＝
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図　3．3　論理B’による危険事象
1，2，3…，N），ムオニT／1Vである。また，舌o〈ち≦孟o＋Tが成り立っ。前提条件（b），（c）より作動要求，
完了及びDU故障は指数分布に従うことから，それらが微小時間（ち一ムオ，司で同時に2回以上発生する
確率はo（ムォ）となる［22］．よって，論理B’による定常作動要求時の時刻ちでの危険事象率ωB’（舌¢）［1／h］
に対して，
　　　　　　　　　　　Pr｛時刻オoで作動要求状態で，当該作動
　　　　　　　　　　　　要求状態が時刻ちまでは完了されず，
　　　　　　　　　　　　かつ（ち一ムオ，胡でち以降の最初のDU故障｝
　　　　　　　　　　　＝ωβ’（ち）△f＋・（△舌）．
また，ωβ“）［1／h】の（孟o，舌o＋T］間における時問平均値をωβ’［1／h］とおくと，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　1v　　　　　　　　　　　　　　ωB’ムオーπΣω調ムオ＋・（△孟）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝1
ここで，
Eo：時刻オoで作動要求状態である．
E1：当該作動要求状態がちまで完了とならない・
E2：［オo，ち一ムカ］でDUフォールトでない。
E3：（ち一△善，司でDU故障。
とすると，式（3．7）は，
　　　　　　　　　　　　　　1　N　　　　　　　　　　ωB’△舌一πΣPr｛E・∩E・∩E2∩E3｝＋・（ムオ）
　　　　　　　　　　　　　　　男
　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　一刃ΣPr｛E・｝Pr｛E21E・｝Pr｛E・IE・∩E2｝
　　　　　　　　　　　　　　　　をニ　
　　　　　　　　　　　　　　×Pr｛E3iEo∩E1∩E2｝十〇（ムオ）
（3，6）
（3．7）
（3。8）
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と表すことができる．式（3．8）において，EoとE2は相互に独立，また，EoとE1とはE2の条件下で
E3に対してそれぞれ互いに独立なので，
　　　　　　　　　　　　　　　1　N　　　　　　　　　　ωB’△舌一πΣPr｛E・｝Pr岡Pr｛E・IE・∩E2｝
　　　　　　　　　　　　　　　　をじ　
　　　　　　　　　　　　　　×Pr｛E31E2｝＋・（ムオ）　　　　　　　　　　（3．9）
と書くことができる，また，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λM　　　　　　　　　　　　　　Pr｛E。｝＝　　　，　　　　　　　　　　（3．10）　　　　　　　　　　　　　　　　　　λM十μM
　　　　　　　　　　　　　　P「｛ElllEo∩E2｝ニθ一μM（ち一亡o），　　　　　　　　　　　　　　　（3．11）
　　　　　　　　　　　　　　P「｛E2｝ニε一λDU（ち一△ε一¢o），　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．12）
　　　　　　　　　　　　　　Pr｛E31E2｝＝λDUムオ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．13）
ここで，3．、11の妥当性すなわち，時刻0において作動要求状態であった場合の完了率については，
　　　Pr廿＝0以前の作動要求によって時刻f≦0で作動要求状態｝　　　　　　　　　　　（3，14）
　　　〒んPr｛（τ一刺で作動要求｝Pr｛時刻オで作動要求状態1（丁一伽］で作動要求｝（315）
　　　一几（λ籍M）’御）　　　　　　（3ユ6）
　　　一（λ難M）〆レM・4τ　　　　　（3ユ7）
　　　＿　　λル∫　＿μM虚　　　一　　　θ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3ユ8）　　　　λM十μM
となるため，μM［1／hlが妥当であることがわかる．
　式（3．9）に式（3．10）～（3，13〉を代入し，
　　　　　　　　　　ωβ’△舌＝
　　　　　　　　　　　ル　1　　λM　　　　　　　　　　刃Σ嶺μMε　　）ε一　）λpu△雌り・　　（3・19）
　上式において，前提条件（a）と（d）から，各PT間隔における危険事象過程は同様になるので，fo＝0
としても一般性を失わない．さらに，前提条件（c）よりPr｛E2｝廻1であり，ち＝孟とおき，1〉→ooと
すると，
　　　　　　　　　　　　　ω帰∠TλM雫μMθ一・｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　λDUλM　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　（1一ε一μMT）　　　　　　（3．20）　　　　　　　　　　　　　　　Tμハ4（λM十μルf）
が得られる．
3．4．3　平均危険事象率
論理A，B”とBりは互いに排反であるので，全論理による平均危険事象率ωp［1／h］は，式（3，5）と
（320）を合計することにより，
　　　　　　　　　　ωP－T（篶u鞍M）無＋T＋驚（ピλMT－1））　　（32・）
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表3．1　作動要求モード別の平均危険事象率とRRR
作動要求モード ωK［1／五1
近似式
ωP［1／h1
近似式
RRRの
定式
低発生率一短継続
場》丁嘘《r） 0．5λpuλMT0。5λpuλMT0，5λpuT
低発生率一中継続
毒》T，か伊） L5λPUλMTL5λDUλMT1．5λDuT
低発生率一長継続
毒》T，澁》T） QMλDU QMλpu －λM十μM
中発生率一短継続
毒風虚《T） 0．33λPU 037λDU 0。37λpuT
中発生率一中継続
毒凪虚離） 0．55λPU 0。68λpu0。68λpuT
中発生率一長継続
毒班，斎》T） λDU λDU λDuT
高発生率一短継続
需《T，毒《T）
λpu｛（1－QM）2
　＋QM｝
λDU 入DU／λM
高発生率一中継続
毒《T・虚曜） λDU λDU λpu／λM
高発生率一長継続
毒《T，鳶》T） λpu λpu λpu／λM
として与えられる．
3．4．4　作動要求モードと近似式
　表3、1は，9種類の作動要求モードに対して，ωK［1／hl，ωp［1／hl及びRRRの近似推定式を示したも
のである．
　ここで，ωp［1／h1に対する「高発生率一短継続」，「高発生率一中継続」と「高発生率一長継続」モードでの
近似式は全てλDU［1／hlとなる．また，全ての作動要求モードにおいてωκ≦ωp［1／h1となり，ωp［1／h】
がより厳しくリスクを見積もっており，リスク推定を合理的に行うために本論文で導出したωp［1／h］を
使用することが必要であるといえる．
3．5　作動要求率と作動要求モードとの関係
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3．5．1　SIL決定法の提案
　前章までにおいて，本論文で設定したシステムに対する平均危険事象率は式（3。21）を用いて計算すれ
ばよいことが示された．
　現行の規格では，作動要求モードを「低頻度作動要求」と「高頻度作動要求又は連続」との2種類の
モードに分類し，それぞれSILの尺度として「作動要求あたりの設計上の機能失敗平均確率」（表L1参
照）または「単位時間当りの危険側故障確率［1／h］」（表L2参照）を定め，それらの値によってSILを規
定している．
　表3．1におけるRRRは，「低発生率一短継続」では現行の規格の低頻度作動要求モードにおける目標
機能失敗尺度と等価となる．
　表3，1におけるωpl1／hlは，「中発生率一長継続」，「高発生率一短継続」，「高発生率一中継続」および「高
発生率一長継続」モードでは規格の高頻度作動要求又は連続モードにおける目標機能失敗尺度と等価と
なる，
　それ以外のモードでは，規格の目標機能失敗尺度は，現実のωp［1／h］やRRRに一致しない。このよ
うな現規格の規定では，本論文で設定したシステムにおいて，リスク軽減の観点から，合理的にSILを
決定できない場合がある．
　そこで，本論文では，以下を提案する．
（1）RRRを表L1に対するSILの尺度とする。
（2）表1．2に対して，平均危険事象率をSILの尺度とする。
（3）RRRと平均危険事象率とによって表　L1と表　L2から求めたSILが異なる場合には，低水準の
SILを当該SRSのSILとして決定する．
　次に，具体的なSIL決定例を示す・EUCとBCSに対するリスク評価によって・λM＝即一6［1／h］，
μM＝10－211／hlが推定され，許容リスクの観点からRRR≦5。0×10－3が査定され，T＝104［h1が決
定されたとする．
　まず，当該許容リスクを達成する本論文で設定したSRSのλρu［1／h1を求める，作動要求モードは，
表3．1の低発生率一短継続モードとなり，
RRR＝0．5λpuT≦5．0×10－3 （3。22）
より，SRSはλpu≦10｝6［1／h］となるように設計しなければならない．
次に，同様に表3．1より，
ωp＝0．5λDuλMT≦5．0×10－9［1／hl （323）
が得られる．
すると，ωp［1／hlの値を表L2に参照してSIL4以上，RRRを表Llに参照してSIL2以上が必要と
なるが，低水準のSILすなわち表L1のSIL2が当該＄RSのSILとして割り当てられる，
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3．5．2　表選択法
　前節では，SILの決定に際して表L1と表12の両表を参照した．ここで，次の定理により，λM［1／五］
の値のみによってどちらか一方の表を選択してSILを決定することが可能である．
　［定理1λM＜10－411／hlならば表L1が，λM≧10－4［1／hlならば表1・2が低水準のSILを与える・
　［証明］SRSのある安全機能に対するSILが表L1よりSIL　m（㎜＝1，2，30r4），表12よりSILπ
（物＝1，2，30r4）とする，すると，表L1より，
　　　　　　　　　　　　　10一（m＋1）≦RRRく10－m　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．24）
ここで，min｛RRR｝ミ10一（㎜＋1）．
　また，表L2より，
　　　　　　　　　　　　　10一（鴨＋5）≦ω＜10一（π＋4）［1／hl．　　　　　　（3。25）
ここで，min｛ω｝≡10一（π＋5）［1／h1，
RRR≡ω／λMであるから，式（325）は，
　　　　　　　　　　　　10一（冗＋5）　　　　10一（叶4）　　　　　　　　　　　　　　　　≦RRR＜　　．　　　　　　　（326）　　　　　　　　　　　　　λM　　　　　　　λM
式（324）は
　　　　　　　　　　　　10一（m＋1）λM≦ωく10－mλM［1／hl　　　　　　　　　　　（327）
とも書ける．
　（1）λM〈10－4［1／h］ならば，式（3・26）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　10一（η＋5）　　　　　　　　　　　　　10一（π＋1）〈　　≦RRR，　　　　　　　（3．28）　　　　　　　　　　　　　　　　　　λM
よって，
　　　　　　　　　　　　10一（叶1）くmin｛RRR｝＝1『（m＋1）　　　　　　　　　　　　（3．29）
となり
　　　　　　　　　　　　　　　　　m＜π　　　　　　　　　　　（3．30）
が成立し，表1．1が低水準のSILを与える．
　（2）λM≧10－4［1／h1ならば，式（3．27）より，
　　　　　　　　　　　　10一（m＋5）≦10一（m＋1）λM≦ω［1／h］．　　　　　　（3．31）
よって，
　　　　　　　　　　　10一（m＋5）≦min｛ω｝ニ10一（η＋5）［1／h］　　　　　　　　　　　　（332）
となり
　　　　　　　　　　　　　　　　　m≧π　　　　　　　　　　　（333）
が成立し，表1．2が表1．1と等価または低水準のSILを与える．
3．6　まとめ
　本章では，DUフォールトがPTのみによって修復される自己診断のないSRSから構成される全体シ
ステムを設定し，定常作動要求に対する平均危険事象率の推定式を導出した．この平均危険事象率を使
用することによって合理的なSILの決定が可能となる．
　まず，従来の定常作動要求時の平均危険事象率ωκ［1／h］について合理的とはいえない点を指摘し，異
なる定式化の必要性を述べた。次に順序依存型故障論理の定式化モデルに基づき新たに定常作動要求時
での平均危険事象率ωpl1／hlを導出した．これを，SI：Lを見積もる際の指標として合理的なSILの決定
が可能となる，本論文で導出したωp［1／h］が，リスクを厳しく見積もるという観点からも本論文で導出
したωp［1／h］を用いることが必要である，
　さらに，作動要求率λM［1／五1に対するωp［1／h］の比をRRRとして定義した，そして，RRRとωp［1／h］
とをそれぞれ表1．1と表L2とにおけるSILの目標機能失敗尺度とし，それぞれの表から得られるSIL
が異なる場合には，低い方の水準を当該SRSのSILとすることを提案し，表の選択はλM［1／h］の値に
のみ依存することを示した．この方法によれば，規格に明記されていない中発生率作動要求モードでも
リスクを厳しく見積もったSILをSRSに割り当てることができる．
　そして，危険事象率とRRRとを9つの作動要求モードで定式化した．これらの式を使用してωp［1／h］
とRRRとを簡便に推定することができる．
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　　　　　　　　第4章
状態遷移図による定式化
4．1　はじめに
　規格では，危険側故障は診断機能によって発見される危険側故障（DD故障）と診断機能によって発見
されない危険側故障（DU故障）とに分類される．DDフォールトはその開始時刻から短時間で発見され
修理が開始されるのに対し，DUフォールトは定期的に実施されるPTによって発見され修理が開始と
なる特徴をもつ．
　川原らはDDフォールトに関してSRSへのランダムな定常状態の作動要求と危険事象について定式
化してヒ・る［23］。また，加藤らは，PTを近似的にランダムに発生するものとし，定常作動要求に対し
て，DUフォールトがPT，擬似作動要求または危険事象が生ずることによってのみ発見される場合で，
危険事象率の推定式を導出している（以下，近似的にランダムに生起するとしたPTをランダムPT，定
期的に実施されるPTを定期的PTとする）［15，161．
　ランダムPTを用いた解析は加藤らによる定式化の他に文献［25，261等のマルコフモデルにおいてみ
られるが，ランダムPTと定期的PTとの解析結果の差異についてはこれらに特に記述されていない．
　本章では，擬似作動要求を除いた加藤らの定式化と同条件すなわち，定常作動要求，DUフォールト
およびランダムPTとの関係を状態遷移モデルにより定式化する．次に，ランダムPT設定による危険
事象率と定期的PT設定による危険事象率をシミュレーションによって算出し，ωEl1／h】と甲p［1／h】と
の妥当性を検討する。そして，ωE［1／hlとωpl1／hlとの比較をおこなう．また，従来の危険事象率の修
正をおこなう．
4．2　全体システム
　規格では，全体システムを図3。1のように設定している。全体システムはEUC，EUC制御系（BCS），
SRSおよびERRFから構成されている．BCSは，危険事象を発生させないようにEUCを制御する．
BCSがEUCの制御に失敗した場合またはEUCにBCSの制御範囲外の異常事象が生じた場合，SRS
またはERRFに作動要求が発生する．
　本論文では，議論の簡単化のために，全体システムがEUC，BCS，SRSの3サブシステムから構成
されているものとする．ここで，全体システムに以下の前提条件を設定する．
（a）SRSに自己診断機能はなく，DUフォールトはPTにより修復される・修復に要する時間はPT間
隔丁よりも十分短いものとし，その修復中におきる危険事象発生確率は無視できるものとする．
（b）作動要求は，定数λM［1／h］とμM［1／hlをもつ指数分布でモデル化できる。
（c）DU故障はλpu［1／h］をもつ指数分布でモデル化できる，また，λρulT《1とする。
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図4．1　状態遷移図
（d）PT時にEUCを停止させず，作動要求は定常状態とみなせる．定常作動要求時の作動要求頻度ωM［1／h】
と作動要求状態確率QMはそれぞれ［211，
　　　　　　　　　　　　　　　　λMμM　　　　　　λM　　　　　　　　　　　　ωM＝　　　，QMニ　　　　　　　　　　　（4ユ）　　　　　　　　　　　　　　　ωM＋伽　　λM＋μ財一
（e）SRSの安全側フォールト1）は速やかに検出され，危険事象の確率過程に与える影響は無視できる．
（f）危険事象が発生すると当該システムは，リスク評価の母集団から直ちに除去され，解析対象を残余の
母集団中の他システムに移行させる．
　ここで，前提条件（d）とは，全体システムの起動時刻より十分時間が経過した条件で，PTとは独立
して作動要求，完了となる場合を指す．つまり，PT時に作動要求状態でSRSが正常に動作していれば，
特にSRSを停止させて調べなくてもSRSが正常であることがわかる場合もあろう．また，PT時に動
作しているSRSを停止させて調べる場合には，SRSの代替機能を遂行するバイパス装置を設置したり，
SRSに代ってマニュアル運転を行うなどの措置によって当該作動要求状態に対応可能である．
4．3　ランダムPTに基づく定式化
4．3．1　状態遷移図によるモデル
　前提条件（a）～（f）より危険事象発生過程を状態遷移モデルで表すと図4．1となる［17］．図4，1にお
ける状態A（0，0）（以下，A）は，「SRS正常」かつ「非作動要求状態」を意味する．この状態は，B（1，0）（以
下，B）とC（0，1）（以下，C）の2通りの状態に遷移をくり返す。ここで，Bは「DUフォールト」かつ
「非作動要求状態」，Cは「SRS正常」かっ「作動要求状態」を意味する．AからBまたはCへの状
態遷移は，前提条件（b）と（c）よりランダムにDU故障率λDU［1／h1または作動要求率λM［1／h］で発生
する．前提条件（b）より，CからAの状態遷移はμM［1／h】でランダムに生ずる。ここで，BからAへ
1）SRSを潜在的に危険な状態すなわち安全機能喪失の状態にする可能性がないSRSの異常状態．例えば，安全側フォールトがEUC
　を誤停止させるが，結果的には安全な状態が維持されるようなSRSの異常状態。
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の状態遷移はランダムPTとして，平均ダウンタイムの逆数すなわち，あるPT間でDU故障となった
条件下で当該DUフォールトの継続時間の期待値の逆数を設定する．すると，BからAへの遷移率は
2／T［1／hlとなる［25，261．
　ここで，Bの状態で作動要求となる，あるいはCの状態でDU故障となると，危険事象が発生し，危
害D（1，1）（以下，D）となる．さらに，前提条件（f）より，状態DからAへ回復率m［1／h］で瞬問的に遷
移する。
4．3。2　ωRの導出
　ここで，図4．1の定常状態における状態平衡連立方程式が次のように得られる。ただし，P｛A｝はPr｛
図4，1の定常状態でAにある｝を意味し，P｛B｝，P｛C｝，P｛D｝についても同様である。
2－P｛B｝十μMP｛C｝十mP｛D｝T
　　　＝λMP｛A｝十λDup｛A｝
　　　　　2λDuP｛A｝＝一P｛B｝十λMP｛B｝
　　　　　T
λMP｛A｝ニμMP｛C｝十λpup｛C｝
1＝P｛A｝十P｛B｝十P｛C｝十P｛D｝．
（42）
（4．3）
（4．4）
（4．5）
すると，危険事象率ωR［1／h］に対して122］，
Pr｛図4．1の定常状態で状態Dにない｝ωR砒
二Pr｛危険事象が，図4，1が定常状態
　とみなせる（孟，オ＋4オ1で発生｝
＝Pr｛（状態BからDへの遷移が，図4。1が
　定常状態とみなせる（舌，舌＋凋で発生）
　∪（状態CからDへの遷移が，図4．1が
　定常状態とみなせる（舌，オ＋4司で発生）｝
ニP｛B｝λM（泥十P｛C｝λpudlオ・ （4。6）
式（4，2），（4。5）より，
2－P｛B｝十μMP｛C｝一λMP｛A｝一λpuP｛A｝T
ニm（P｛A｝十P｛B｝十P｛C｝一1）． （4．7）
式（4。3），（4。4）より，
　　　　λ1）uP｛B｝＝2　　　P｛A｝　　　　7＋扁
　　　　　λMP｛ChpU＋μMP｛A｝・
（4．8）
（4。9）
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式（4・8），（4・9）を式（4・7）に代入して，
　　　　　　　　　　　P｛A｝＝
　　　　　　　　　　　1／［｛λM＋λDU一語穿一、誤銭M｝／m
　　　　　　　　　　　　　＋・＋λ篶＋λp辟μM｝　　　（生・・）
前提条件（f）より，㎜→oOとすると，Pr｛図4，1の定常状態で状態Dにない｝＝1となり，式（4．10）は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　P｛Ah＋藩＋論　　　　（4ユ1）
となる・式（4。6）は，式（4，8），（4．9），（4・11）より，
　　　　　　　　λpuλM　　　λpuλM　　　　　ωR＝λM＋多P｛A｝＋λDU＋μM咽
　　　　　　　　あuλM（λpu＋μM）＋λpuλM（λM＋多）
　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　P｛A｝　　　　　　　　　　　（λM＋募）（λDU＋μM）
　　　　　　　一／λDUλM（λDU＋μM）＋λDUλM（λM＋多）｝
　　　　　　　　／｛（λpu＋μM）（λM＋募）＋λpu（あu＋μM）＋舳＋多）／．（生12）
4．4　モンテカルロシミュレーションによる検証
　前章までにωR［1／h1とωp［1／hlとを導出した．ここで，ランダムPTに基づいて導出した従来の危険
事象率ωK［1／h1において［15，161，擬似作動要求を無視すれば，
　　　　　　　　　　　　　　　λDUωM（1－QM）2　　　　　　　　　　　　ωK＝　　　　　＋λpuQM　　　　　　　（4．13）　　　　　　　　　　　　　　　　　2／T＋ωM
となる，ωK［1／hlとωR［1／hlとは同条件で導出されているが，文献【271においてこれらが一致しないこ
とが判明している．
　ここで，ωK［1／h］とωpl1／h］との偏差率θKP，ωRll／hlとωp［1／hlとの偏差率θRPを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP一ωK　　　　　　　　　　　　　　　εκP＝　　　×100，　　　　　　　　　（4ユ4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP一ωR　　　　　　　　　　　　　　　　θRP＝　　×100　　　　　　　　　（4ユ5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP
として図4．2に示す，横軸はλM［1／h］，縦軸はεKPとεRPとを示す．直線と鎖線はそれぞれ，εKPの
μMニ10｝4［1／hlと10－2［1／hlの場合を表している．点線と破線はそれぞれ，θKRのμM＝10－4［1／h1
と10－2［1／hlの場合を表している，図4．2から，ωκ［1／hlとωR［1／h］とは共にωp［1／hlとに差異が存在
するが，εκpとεRPとの値が異なるため定期的PTをランダムPTとした近似の差異が明らかではない。
　そこで，ωK［1／hl，ωR［1／h1およびωp［1／hlの定式化の妥当性の検証のため，モンテカルロシミュレー
ション（以下，シミュレーション）によってωR3［1／h］とωp3［1／hlとを算出する。
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4．4．1　シミュレーション方法
　図4。3に試行の手順をフローチャートで示す。㌔，ゴとオ。，ゴとはゴ番目の作動要求時刻と完了時刻，む，髭
とオ．，尭とはκ番目のDU故障時刻とそのフォールトのPT時刻を表す、試行によって全体システムの起
動時刻から危険事象発生時刻までの時間が算出される．
　ωR［1／h］は，図4．1の状態DからAへの遷移を無視したモデルすなわち，状態Dを吸収状態とした
モデルにおける状態AからDへの平均吸収時間の逆数と一致することが分かっている［231．これより，
ラン！ダムPTに基づく試行は以下の［手順1，2，3－1，4，51に従い，N回試行した際の出力の平均値の
逆数をωR511／h］とする。
　同様に，定期的PTに基づく試行は以下の［手順1，2，3－2，4，51に従い，N回試行した際の出力の
平均値の逆数をωp511／hlとする。
［手順1】：全体システムの起動時刻の状態は「SRS正常」かつ「非作動要求状態」とする（図4．3一（v））．
［手順21：前提条件（b），（c）より，㌔，ゴと孟。，ゴとをそれぞれ，定数λM［1／h］とμM［1／h］をもっ指数乱数か
ら決定する（図4．3一（w）），
［手順3－1］：ち，κとオ．，為とをそれぞれ，定数λM［1／h1と2／T［1／hlをもつ指数乱数から決定する（図43一
（x），診7，尭はα）．
［手順3－2］：ち，趨を定数λDU［1／h］をもつ指数乱数から決定し，孟．，んはDU故障時刻以降の最も近いPT
とする（図4．3一（x），孟．，翫はβ）。
1手順41：作動要求状態とDUフォールトとが同時刻、に存在しなければ，条件によって［手順21，［手順
341（または［手順3－2］）とする（図43一（y））・
［手順51：作動要求状態にてDU故障または，DUフォールトにて作動要求となった時刻を危険事象発生
♂1’9
畜
よ’
／・・
llと
了．．
start
むc，o＝07む7，0＝0，κ＝1，ゴ＝1
㌔，ゴ＝古c，ゴー・一λ論1・9（rand）
古c，ゴ＝㌔，ゴーμ揚1・9（rand）
舌∫，κ＝ち，ん一1一意109（rand）
α：古7，ん＝古∫，κ一号1・g（rand）
β：εT，Fceil（カ∫，尾）×T
ゴ＝ゴ＋1 κ＝た十1
NO　　　　　　　　　　　　YES　　　　　カ∫，為く砲，ゴ
NO NOむ，為 ＜古c，ゴ　　　　　　　　　　　　むT，為＜㌔，ゴ
YES 　YES
end
図4．3　試行1回のフローチャート
時刻とし，出力は全体システム起動時刻から危険事象発生時刻までの時間とする（図4。3イz））。
4．4．2　シミュレーション結果の比較
　ωRl1／h］とωRS［1／h］との偏差率θRを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωR一ωRS　　　　　　　　　　　　　　　　　εR＝　　　×100，　　　　　　　　　（4．16）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωR
ωp［1／h1とωp3［1／h］との偏差率εpを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP一ωPS　　　　　　　　　　　　　　　　　θP＝　　　×100，　　　　　　　　　（4。17）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP
ωκ［1／司とωRS［1／hlとの偏差率eKを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωK一ωRS　　　　　　　　　　　　　　　　　εκ＝　　　×100　　　　　　　　　（4．18）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωK
として定義する．
　横軸をλMl1／h］とし，縦軸をεR，εpおよびεKとしたものを図4，4に示す，λpuニ10一6［1／hl，
lT＝104［hl，1V＝105の場合のμM＝10－4，10｝2［1／h］とλM＝1r6，10－5，10－4，10－3，10－2［1／h］との
組合せ別の比較結果が示されている。図4。4において，θRとθpとは2［％1以内に収まることからωRl1／h］
とωp［1／h］との妥当性が示されるが，εKは，μM＝10－2［1／h1とλMニ1r4［1／hlとの組合せで20［％1
程度，μM＝10－2［1／h1とλM＝10－2［1／h］との組合せで30［％］以上となる．よって，ωκ［1／h］の定式
化になんらかの修正が必要であると考えられる。
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4．5　平均フォールト検知時間確率モデルとの比較
4．5．1　状態遷移モデル式の近似簡略化
　規格は，SRSがSILをもてば，その危険側故障率λp［1／hlに，λDく10－5［1／h］を要求している（表
L2参照）．また，PTが一年程度の間隔で行われるとすると，2／Tニ2×10－4［1／h1程度であるので，
λDU《2／T［1／hlが成立する．同様にμMについても，1年以上EUCを運用しつづけるような場合を
除けば，λDU《μM［1／h1となる，すると，式（4。12）の近似式として，
　　　　　　　　　　　　（鍵羨＋λ鰐M）（λM禦μM〉　　（419）
　ここで，前提条件（d）および式（4．19）より，ωR［1／h］の特別な場合での推定値ωA［1／h］は，
　　　　　　　　　　　　λDUλM　　　　λDUλM　　　　　　　　　　ωA＝　　（1－QM）＋　　（1－9M）　　　　　　　　　　　　λM十μ3　　　　　　μM
　　　　　　　　　　　　　（1－QM）2λpuλM　　　　　λM　　　　　　　　　　　＝　　　　　　＋λDU（1－QM）一　　　　　　　　　　　　（1一（～M）（λM十μs）　　　　　　　　　　μM
　　　　　　　　　　　　ωM（1－QM）λDU　　　　　　　　　　　＝　　　　　＋λpuQM。　　　　　　　　（4。20）　　　　　　　　　　　　ωM＋（1－QM）μs
　PT頻度をπp［1／h］とすると，2／IT＝・2ηpより，
　　　　　　　　　　　　　　　ωMλDU（1－QM）　　　　　　　　　　　　ωA＝　　　　　　＋λpuQM．　　　　　　（4。21）　　　　　　　　　　　　　　2πP（1－QM）＋ωM
　QMは近似的に，定常状態での図4．1のCにある確率となる．すると，λDU（～M［1／h1は「作動要求状
態一DU故障論理jによる危険事象率を表す。また，式（4。21）の1項目は「DUフォールトー作動要求論
理」による危険事象率を表すことになる．
　一方，加藤らによる危険事象率ωκ［1／h1は全てが真性作動要求のとき，すなわちκ＝1で［161，
　　　　　　　　　　　　　　　ωMλpu（1－QM）2　　　　　　　　　　　　　ωκニ　　　　　　　　　　　　十λDU（～M　　　　　　　　　　　　　　　　（4。22）
　　　　　　　　　　　　　　　　　2ηP十ωM
である2）．式（4．21）と（4．22）には定式化上の差異が存在する．両者による偏差率eを
　　　　　　　　　　　　　　　　εニ1ωA一ωKl／ωA　　　　　　　　　（4．23）
とすると，（～Mが0または1の近傍では，εは無視できる程度であるが，QM＝0。5の近傍で最大30［％1
程度となる127］．
4．5．2　加藤らの式の再検討
　本研究で提案する”状態遷移モデル”と加藤らによる”平均フォールト検知時間確率モデル”とによ
る危険事象率推定式の差異は，モデル上の差異による当然の帰結なのか，あるいは，後者のモデルの定
式化に改善すべき点があるのかについて考察する．ここで，本研究では，文献［15，16］における作動要
求を全て真性作動要求とすることにより議論の簡略化をはかり，以降，真性作動要求を単に作動要求と
いうことにする．
　まず，本論文では，前提条件（g）によって，本来定期的に行われるPTの修復を平均フォールトタイ
ムを用いた指数分布として近似モデル化しでいる．一方，平均フォールト検知時間確率モデルにおいて
も同様の近似が行われている．それは，文献［15］における式（16）で与えられる検知頻度の合計π［1／hl
に関してである．すなわち，定期的なPTとランダムに発生する作動要求のそれぞれの頻度をランダム
に発生する検知頻度として近似モデル化している．文献［15］の修正論文［16］の式（1）を考慮して，文
献［151の式（16）は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　η＝ηP＋ωM／2　　　　　　　　　（424）
と書き換えられる，
　図4．5は，時刻舌oでPTが実施され，時刻（孟o＋璽）で（π＋1）番目の作動要求となることを示して
いる，この（舌o，オo＋町1においてSRSがDUフォールトとなりπ番目の作動要求が生起する，あるい
はη番目の作動要求状態となってDU故障が生ずれば危険事象が発生する．
　検知頻度の導出を厳密に吟味してみると，
　　　Pr｛本論文の式（4．1）が成立する（オ，オ＋4オ］でSRSの1）Uフォールトを検知して修復1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝π＊dオ。　　　　　　　　　　　（4．25）
ここで，兇＊［1／h］は本論文で求める検知頻度の合計を意味する．すると，文献［15］の式（21）において
κ＝1とすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　璽＝（1一（～M）T＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　＝（1一（2M）／π＊
2）前提条件（f）より，危険事象頻度と危険事象率とは数量的に一致するので前者を全て後者で言いかえることにする，
（4．26）
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　また，次のように記号を定める．
U、＝本論文の式（4．1）が成立する時刻オにおいて，全体システムが（η＋1）番目の作動要求状態にない，
　　すなわち，オは図4，5（文献［15］の図2に相当）における検知問（孟o，オo＋驚1内にある．（ここで，
　　璽は検知問の平均時間［hl，T＊はガの逆数すなわち検知終結時間［hlとする。）
Uわ：本論文の式（4．1）が成立する（オ，オ＋4舌］でPTによるDUフォールトの検知と修復が行われる。
U．：本論文の式（4，1）が成立する（オ，乞＋砒］でπ番目の作動要求による検知が行われる．（ただし，（η一1）番
　　目と（π＋1）番目の作動要求がη番目の作動要求による危険事象に対して検知機能を遂行する［16］，）
式（4．25）を書き直すと，
　　　　　　　　　　　　　　η＊砒＝Pr｛Uα∩（U6U　U，）｝．　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．27）
　検知と修復は瞬時に行われると仮定しており（文献1151の前提条件（7）），PTと作動要求は統計的に
独立（文献［15］の用語の定義と前提条件（1），（5））としているので，上式は，
π＊ ＝Pr｛砿∩U6｝十Pr｛砿∩U。｝
　　ニPr｛U、｝Pr｛UbIU、｝十Pr｛U、｝Pr｛U。lU、｝
　　ニ（1－QM）嘱オ＋ωM朔2 （4．28）
となり，
　　　　　　　　　　　　　　η＊ニ（1一（2班）πp十ωM／2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（429）
が得られる。これを式（424）と比較すると，第一項目がπpに対して（1－QM）ηpと異なっていること
がわかる．
次に，文献［151の式（38）～（41）の定式化について吟味する。まず，文献［15］の式（37）より，ω1（オ）［1／h1
を「1）Uフォールトー作動要求論理」での危険事象率とすると，図4．5の（オo，元o＋驚1では（π＋1）番目
の作動要求状態にないので，
　　　　　　　　Pr｛（舌o，オo＋璽］内の（オ，オ＋4オ1でπ番目の作動要求による
　　　　　　　　　「DUフォールトー作動要求論理」により危険事象｝
　　　　　　　　　＝ω1（オ）読＝λM（～s（オ）砒。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4。30）
　ここで，Q5（孟）はSRSが時刻オでDUフォールトにある確率である・さらに，図4．5の（オo＋町，fo＋T＊］
では（η＋1）番目の作動要求状態にあるので，
　　　　　　　Pr｛（舌o＋璽，オo＋T＊】内の（孟，孟＋4舌1でη番目の作動要求による
　　　　　　　　rDUフォールトー作動要求論理」により危険事象｝
　　　　　　　　＝0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．31）
　本論文の式（4，1），（4。30）及び（4．31）より，当該危険事象論理による検知終結時間における時間平均
危険事象率ω1［1／h］は，
　　　　　　　　　　　　駐表だ＋㌦（オ）4孟
　　　　　　　　　　　　　一奏だ＋㌦Q3（オ）4孟
　　　　　　　　　　　　　一㍗（エ㌔M）バωM轍　　　（生32）
　ここで，舌＝オoで検知終了時刻であり，SRSは新品同様である（文献1151の前提条件（5））。λDuT＊《
1［1／h1なので（文献［15］の前提条件（4）），
　　　　　　　　　　　　　Q，（オ）＝1－exp｛一λpu（トオ・）｝
　　　　　　　　　　　　　　　駕λDU（トオ。），　　　　　　　　　　（4，33）
　これを式（432）に代入して，式（4．26），（4．29）より
　　　　　　　　　　　　　　　　　λpuωM（1－QM）　　　　　　　　　　　　　　ω1ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（434）　　　　　　　　　　　　　　　　2ηP（1－QM）＋ωM
が得られる。
　一方，r作動要求状態一DU故障論理」による危険事象率ω2［1／h］は，文献［15］のままでよく，
　　　　　　　　　　　　　　　　ω2＝QMλpu、　　　　　　　　　　（4。35）
　従って，式（4。34）と（4，35）より，式（422）は，
　　　　　　　　　　　　ωK＝ω1十ω2
　　　　　　　　　　　　　　　λDUωM（1－QM）　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　＋QMλpu　　　　　　　（4．36）　　　　　　　　　　　　　　2ηP（1一砺）＋ωM
と修正でき，本論文で得たωR【1／h］の特別な場合のωA［1／h］と一致する。
　このようにして，文献［15］および［161におけるモデルの定式化において，η＝距＋ωM／2［1／h］を
物＝（1一（2M）πp＋ωM／2［1／h］と修正すれば，本論文で提案する状態遷移モデルの特別な場合の定式化
と同等の結果が得られることがわかる．
4．6　考察
4．6．1　定式化上の差異
ここで，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP｝ωR3　　　　　　　　　　　　　　　εPR5ニ　　　×100　　　　　　　　（437）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωP
として，εpR，εpと共に図4・6に示す・縦軸はθRp，横軸はλM［1／hlを示し，λpu＝10－6［1／h］，T＝
104［h］とする，εpとεpR5とについては1V＝105の場合のμMニ10－6［1／h］とλM＝10－6，10－5，
104，10『3，10－2［1／h］との組合せ別の比較結果が示されている・εpR，εpとεpR5とがほぼ一致し，
λM＝10－4～10－6［1／h］の付近で大きな値となっている，すなわち，低発生率一長継続作動要求モード
（1／λM》T，1／μM》T）では，ωp［1／hlがωR［1／h］，ωRs［1／hlとωps［1／h］とは異なる値をとって
いる．
　この差異は，危険事象率を導出する際のモデル上の相違によるものと考えられる．つまり，ωR［1／h］，
ωR511／h1とωps［1／hlとのモデルに関して，これらの全体システムの起動時の状態が「SRS正常」かつ
「非作動要求状態」である、しかし，ωp［1／h］のモデルおいては，全体システムの起動時の状態が「SRS
正常」であるものの，作動要求状態が定常状態であり不定である。
　よって，ωp［1／h］は低発生率一長継続作動要求モードにおいて，ωR［1／h］，ωR3［1／h］やωps［1／h］より
もその分だけに大きな値をとるものと考え、られる．
4．6．2　簡易近似式
　前章までに，ランダムPTであればωR［1／hl，定期的PTであればωpl1／h］によって危険事象率を推
定できることが分かった．
　表4．1に作動要求モードごとに危険事象率を示す．現実的なシステムでは，PT頻度に比ぺて作動要
求率が小さくかつ，作動要求状態が長継続以上である場合はほとんど考えられないため省略する．この
表によって簡便に危険事象率を計算することができる．
　図4，7にωE［1／hlとωp［1／hlとの偏差率εRpを示ず点線，破線と鎖線はそれぞれ，μM＝10－2，10－1
と104［1／h］の場合を示す。
　表4．1および図4、7より，最大13［％］程度の差異を許容できるのであれば，ランダムPTを用いて状
態遷移図から簡単に危険事象率を推定することができる．
4．7　まとめ
　本章では，ランダムPTの妥当性を検討するため，ランダムPTを設定した全体システムの危険事象
率ωR［1／h］を状態遷移図から導出した．これにより，ランダムPTを用いた際のSILの見積もりが可能
となる，
　ミュレーションによる危険事象率ωRS［1／hlとωR［1／h1とを比較した。両者はほぼ同じ値となった。一
方，従来のランダムPTに基づいた危険事象率ωK［1／h］とωRSとの差異は30［％1以上になる場合もあり，
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ωκ11／h1に修正が必要であることを示した、さらに，ωκ11／hlの修正をおこない，ωκ［1／hlがωR［1／hl
の特別な場合のωA［1／h］と一致することを示した・
　前章で導出したωpと比較した。最大13［％］程度の偏差が許容できる場合には，ランダムPTを設定
した状態遷移図から簡単に危険事象率が導出できることを示した．これにより，従来から状態遷移図に
利用されているランダムPTの妥当性が示され，ランダムPTを用いたSILの見積もりを可能とした．
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表4．1　作動要求モード別の危険事象率近似式
作動要求モード ωR［1／kl
の近似式
ωP［1／h］
の近似式
低発生率一短継続
毒》T，虚《T） 0．5λpuλMT
低発生率一中継続
毒》T，滝班） L5λpuλMT
中発生率一短継続
毒風虚《T） 0．33λpu0。37λDU
中発生率一中継続
毒醒衛袋π） 0．67λDU0。68λDU
中発生率一長継続
毒砿虚》T） λDu
高発生率一短継続
毒《T・毒《T） λDU
高発生率一中継続
希《T，毒離） λpu
高発生率一長継続
毒《T，毒》T） λpu
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　　　　　　　　第5章
1－out－of－2構成のSR，S
5．1　はじめに
　前章までも述べたように，加藤，川原，吉村らは，1－out－oF1構成のSRSが設置された全体システ
ムにっいて作動要求および危険事象の関係を研究している［15，16，18，19］。
　現実的には，プラントの安全計装システムや今後実用化が期待される自動車の自動方向制御システム
などにおいては，SRSが2－out－of－3構成のような冗長系となる場合が多い［29，30］、しかし，冗長系に
おける作動要求と危険事象との関係の定量的解析は非常に複雑になる．
　本論文では，自己診断機能をもつ1－out－o奮2構成のSRS（以下，1－out－oF2SRS）が設置された全体
システムにおいて危険事象が生ずる過程を状態遷移図を用いてモデル化し，規格実施上有用な危険事象
率とリスク軽減比（R、RR）の定式化を提案する、また，これを用いて，2－out－of－3構成のSRSが設置
された全体システムにおいても危険事象率およびRRRを導出できることを示す．
5．2　全体システムの設定
　規格では，全体システムを図3。1のように，EUC，EUC制御系（BCS），SRSおよびERRFから構
成している．BCSは，危険事象を発生させないようにEUCを制御する．BCSがEUCの制御に失敗し
た場合またはEUCにBCSの制御範囲外の異常事象が生じた場合，SRSまたはERRFに作動要求が発
生する。BCSは，安全機能をSILをもって遂行する場合SRSとみなされる［4，5］。
　本章では，図5。1に示すチャネル＃1とチャネル＃2で構成される1－out－o£一2SRS，EUCおよび
BCSからなる全体システムについて考察する．例えば，走行車の停止を安全機能とする前輪のブレーキ
系と後輪のブレーキ系とが独立に作動する自動車において，前輪または後輪のブレーキのいずれかが作
動すれば安全機能が遂行できるならば，前輪のブレーキ系をチャネル＃1，後輪のブレーキ系をチャネ
ル＃2とみなすことができる。すなわち，走行中に一方のチャネルがフォールトであっても車は停止す
ることが可能であるが，両方のチャネルがフォールトであった場合は作動要求により危険事象となる，
　ここで，全体システムに以下の前提条件を設定する。（a）図5．1に示される1－out－of－2SRSは，各々
のチャネルにDUとDD故障部とをもち，等価的に図5．2で表せる．図中，「＃1DUjと「＃1DD」は
それぞれチャネル＃1のDUとDD故障部，「＃2DU」と「＃2DD」はそれぞれチャネル＃2のDUと
DD故障部を示す。
（b）チャネル＃1と＃2の非作動要求状態と作動要求状態での故障は，それぞれ，定数故障率λD［1／h］
とπλp［1／hlをもつ指数分布でモデル化できる．また，πλ1）T《1とする（π≧1）．ここで，自己診断率
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Channe1＃1
C血anne1ヲ≠2
図5．1　1－out－o£一2SRSの信頼性ブロック図
Chan漉1＃11
＃1DU ＃1DD
Channel　2
＃2DU ＃2DD
図　5．2　DU故障部とDD故障部を用いた信頼性ブロック図
（Dσ）塗
Dσ≡λPρ／λP （5ユ）
とすれば，非作動要求状態でのDU故障率λpul1／h］とDD故障率λpo11／hlは，それぞれ，
λpuニ（1－DO）あ，あρニDOλP、 （5。2）
また，作動要求状態でのDU故障率πλpu［1／hlとDD故障率πλpp［1／hlはそれぞれ，
πλDU＝（1一．00）πλρ，πλPP＝POπλP。 （5，3）
（c）DUフォールトはPTにより完全に修復される。PTはチャネル＃1と＃2とにおいて同時に行われ，
PT開始から修復までの時間はPT間隔丁［hlよりも十分短い．Tは通常0。5×104～2×104［h1である。
（d）自己診断は非常に高い頻度で行われ，DDフォールトの修理がEUCを停止させずに直ちに開始され
る．また，DDフォールトの修復はμ［1／hlをもつ指数分布でモデル化できる．各チャネルのDDフォー
ルトの修復は独立に行われる。DDフォールトの平均修復時間はPT間隔より十分小さく，10［h］程度と
する．
（e）作動要求と完了は，定数λM［1／h］とμM［1／hlをもつ指数分布でモデル化できる［11，121・例えば，走
行中の車両がブレーキによって障害物との衝突を回避するという状況を想定すると，障害物の出現によ
るブレーキ作動要求の発生率がλM［1／h1，その後ブレーキを解除するまでの平均時問の逆数がμM［1／h1
となる．
（f）PT時にEUCを停止させず，PT時での修理に必要な時間はTに比較して十分短く（（c）参照），そ
の間の危険事象は無視できる．
（g）SRSの安全側フォールト1）は速やかに検出され，危険事象の確率過程に与える影響は無視できる．
（h）危険事象が発生すると当該システムは，リスク評価の母集団から直ちに除去され，解析対象を残余
1）SRSを潜在的に危険な状態すなわち安全機能喪失の状態にする可能性がないSRSの異常状態．例えば，安全側フォールトがEUC
　を誤停止させるが，結果的には安全な状態が維持されるようなSR，Sの異常状態．
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の母集団中の他システムに移行させる．この解析対象の移行を回復とする．残りのシステムからなる母
集団には同様の統計的性質が与えられる．
（i）（乱），（c）と（f）より，単一DU故障によるMFTはT／2［hlとなる。これにより，単一チャネルのDU
フォールトは近似的に修復率2／T［1／hlをもつ指数分布に従ってランダムに行われる．また，両方のチャ
ネルが共にDUフォールトである場合のMFTはT／3［hlとなり，両チャネルのDUフォールトの修復
は近似的に3／T［1／hlの修復率をもつ指数分布によってランダムに行われる（下のMFTの導出を参照）．
（j）作動要求と故障は相互に統計的に独立である・
MFTの導出
　前提条件（i）において，MFTを導出するに関して（o，T1のPT間で議論しても一般性を失わない．独
立した並列冗チャネルをもつシステムについて以下のように記号を定義する．
5が（0，Tlで危険事象がない条件下ですべてのチャネルがDUフォールト
畠：SAのうちチャネル痴が最後に故障
（乞＝1，2，…，η）
恥（カ）：チャネル荊の故障分布関数（瓦（孟）＝1一ε一λP亡）
轟（オ）：チャネル痴の故障密度関数（ゐ（オ）＝λpθ峨Dあ）
独立したηチャネルの並列構成のSRSにおいて，用語の定義より，
　　　　　　　　　　　　　　　MFT＝Ex｛SA｝／Pr｛3A｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ex｛51∪θ2…∪5η｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　．　　　　　　　　　　（5。4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pr｛SA｝
　ここで，畠とSゴ（歪≠ブ）は排反であるから，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　　　　MFT一ΣEx｛畠｝／Pr｛5A｝．　　　　1　（5。5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝1
　Pr｛5「A｝およびEx｛S身は，λpT《1のとき，
　　　　　　　　　　　　　　　Pr｛S．4｝＝F賀（孟）馬（元）…F冠（f）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　魁λ蟹η、　　　　　　　　　　　（5。6）
　　　　　　　　　　　　Ex｛S乞｝一∠五（舌）…凡・（渉）瓦＋・（6）…酬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×∫乞（カ）（T一オ）dオ
　　　　　　　　　　　　　　　　　協丁η＋1
　　　　　　　　　　　　　　　弼　　　　　　　　　　　　　　　　π（η＋1）．
　すると，（5．5），（5．6）および（5．7）より
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　　　　　　　　　　　　　　　　　　MFT弼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π十1
であるから，π＝1と2ではそれぞれT／2，T／3が得られる。
（5，7）
（5。8）
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図5。3　最小カット集合を用いた／－out－of－2SRSの信頼性ブロック図
5。3　危害への状態遷移モデル
　図5．2を用いて作動要求状態を考慮して危害に至る状態遷移図を描くと，多数の状態をもつことになり，
解析が複雑になる。そこで，図5。2の信頼性ブロック図から最小カット集合を求めると，MC1ニ｛＃1DU，
＃2DU｝，MC2＝｛＃1DU，＃2DD｝，MC3＝｛＃1DD，＃2DU｝，MC4ニ｛＃1DDラ＃2DD｝となる．最小
カット集合を用いて，図5。2は等価的に図5。3に描き直すことができる［32］。本論文では図5．3を用い
て各最小カット集合ごとに以下のように状態遷移をモデル化する．
5。3．1MC1並列構造
　前提条件（a）～（j）より，MC1による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5．4となる，ここで，
状態（z，Ψ，β）は，
妖またはッ）
一｛ll魏1擁訓
・一 ll集欝態
（5，9）
（5。10）
　前提条件（e）より，非作動要求状態A，B，G，Dからそれぞれ作動要求状態C，F，H，Eへ作動要
求率λM［1／hlによってランダムに状態遷移する．また，これらの遷移の逆方向に作動要求状態から非作
動要求状態へとμM［1／h］によってランダムに状態遷移する（ただし，Hからの遷移は除外する）。また，
Hは危害を表し，前提条件（h）より，Hから回復率m［1／h］でAに遷移する。
　前提条件（b）より，状態AからD，AからB，BからGおよびDからGは非作動要求状態でのDU
故障率λpul1／h］で，状態CからE，CからF，FからHおよびEからHは作動要求状態でのDU故
障率πλpu［1／h】で，ランダムに状態遷移する．
　前提条件（i）より，状態DからA，BからA，EからCとFからCへの遷移は2／T［1／hlで，状態G
からAへは3／T［1／hlでランダムに状態遷移する．
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　G
　　　　3／T（1，1，0）
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2πλρu　　2／T
λ〃　　・、
2λDU
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State　of　MC1
（¢，彩，z）
¢｛　＝1：Channel＃1DU　fault
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雪1　コ1：Channel＃2DU　fault
　＝0：Chame1＃2normal
z｛　＝1：Demand　state
　＝0：Non（iemand　state
μM
図　5．4　MC1による危害状態遷移モデル
5．32　MC2（MC3）並列構造
　前提条件（a）～（j）よりMC2による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5．5となる（状態A～
H，作動要求状態と非作動要求状態との間1の遷移にっいては前節参照）。
　状態AからBとDからGへはλDu［1／h］で，状態CからFとEからRへはπλpu［1／hlでランダム
に遷移する．状態AからDおよびBからGへは非作動要求状態のDD故障率λDDf1／h］，状態Cから
E，FからHへは作動要求状態のDD故障率πλpp［1／h］でランダムに遷移する。
　前提条件（c），（d）より，修復とPTとは独立に行われるため，状態BからA，GからDおよびFか
らCへの遷移は2／T［1／h1で，状態DからA，GからBおよびEからCへの遷移は修復率μ［1／h］で
ランダムに生ずる．
　また，MC3による危害への状態遷移図は，図5．5中の（¢，み，z）の灘と汐を入れ替えたものになり，図
5．5と対称的な図となるので省略する．
5，3．3　MC4並列構造
　前提条件（a）～（j）よりMC4による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5、6となる（状態A～
H，作動要求状態と非作動要求状態との問の遷移については3ユ節参照）。
　状態AからB，DからG，AからDおよびBからGへは非作動要求状態でのDD故障率λρ∂11／hl
で，状態CからF，EからH，CからEおよびFからHへは作動要求状態でのDD故障率πλDD［1／h1
でランダムに遷移する，
　前提条件（d）より，各チャネルのDDフォールトの修復は独立に行われるため，状態BからA，Gか
らD，DからA，GからB，FからCとEからCへの遷移はμ11／h1でランダムに生ずる，
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図　5．5　MC2による危害状態遷移モデル
5．4　危険事象率とRRR
図5．4～5．6は吸収状態をもたないので，十分時間が経過した時刻オでは定常状態とみなせる．
5．4．1MC1による危険事象率
　図5。4から平衡方程式が次のように得られる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　（λM十λpu十一）Pr｛B　U　D｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　＝2λpuPr｛A｝十μMPr｛E　U　F｝，
　　　　　　　　　　　　（2フrλpu十μM）Pr｛C：｝
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　強Pr｛EuF｝＋λMPr｛A｝，
　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　（πλPu十一十μM）Pr｛E　U　F｝
　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　＝λMPr｛B　U　D｝十2πλpuPr｛C｝，
　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　　　（λM十一）Pr｛G｝＝λρuPr｛B　U　D｝，
　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　mPr｛H｝＝λ痘Pr｛G｝十πλDδPr｛E　U　F｝，
　　　　　　　　　　　　Pr｛A｝十Pr｛B　U　D｝十Pr｛C｝
　　　　　　　　　　　　　十Pr｛E　U　F｝十Pr｛G｝十Pr｛H｝＝1．
（5ユ1）
（5．12）
（5ユ3）
（5。14）
（5ユ5）
（5．16）
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図　5。6　MC4による危害状態遷移モデル
　すると，MC1による危険事象率ωuu［1／h］に対して，
　　　　　　　　　　　　　Pr｛時刻委で状態Hにない｝ωuu砒
　　　　　　　　　　　　　＝Pr｛危険事象が（オ，6＋d司で発生｝
　　　　　　　　　　　　　≒Pr｛（状態E又はFからHへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　遷移が（哲，オ＋砒1で発生）
　　　　　　　　　　　　　　　∪（状態GからHへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　遷移が（オ，オ＋dオ1で発生）｝
　　　　　　　　　　　　　ニPr｛E　U　F｝πλ1）u砒十Pr｛G｝λM4オ．　　　　　　　　　　　　　（5．17）
　式（5。11）～（5．17），前提条件（h）より，肌→oOとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1とな
る。ωuuにっいて数式処理ソフトMapleで解くと，分子が10項，分母が30項程度の解となる．規格
ではSRSの故障率にπλp＜10－5［1／h］を要求しており，作動要求が1年以上続くような場合を除くと
πλp《μM［1／h］であるので，近似式（5．18）を導出することができる．
　　　　　　　　　　　　ωuu鴫uλM輪＋2πμMλM＋π2λ鎧
　　　　　　　　　　　　　　＋（3π＋2）μ鍔＋5π2λM＋騎
　　　　　　　　　　　　　　／（　　　　　　　　　　　　　　　幽λM＋2μMλ協＋λ湯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁
　　　　　　　　　　　　　　3綱響5攣＋6μ要λM）・　　（5・18）
　ここで，Mapleで求めた危険事象率の厳密式とその近似式との偏差率εを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近似式一厳密式　　　　　　　　　　　　　　ε＝100×　　　　　　　　　　　　　（5．19）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厳密式
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図　5。7　Mc1の危険事象率の近似式と厳密式との偏差率（πλD＝10－6［／／hl，T＝1041h］，1）o＝601％D
とし，図5．7にωuuに対するε［％1の数値解析例を示す．
　横軸はλM［1／hl，縦軸はωuuに対するd％］を示す。ここでは，πλDuニlo－6［1／h］，T＝104［hlとし
て，π＝LOかつ7rλP／μ＝10－2，πニ5・0かっπλD／μ＝10『2，およびπニ1．0かっπλP／μ＝10｝3の
場合をそれぞれ，直線，破線および点線で示している・偏差率の絶対値は，πλDT《1とπ入P《μM［1／hl
ならば，1）σなどに無関係に1［％1未満となる，
　ここで，πλPu《2／T［1／h］，7rλPD《μ［1／h］の条件で，DUフォールトである確率QDuとDD
フォールトである確率（2DDは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　λpu　　　　λDD　　　　　　　　　　　　　　（～pu駕丁，CDD創一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（520）
　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　　μ．
　式（5．18）の特別な場合として，PT間隔に対して低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《
2／T《μM［1／h1であれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　～λあuλMT2　　　　　　　　　　　　　　　ωuu～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（521）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわち2／T《λM［1／h］，2／T《μM［1／h］であれば，
　　　　　　　　　　　　　～λあuT（μ鉛＋2πμMλM＋π2λ先）　　　　　　　　　　　ωuu～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．22）
　　　　　　　　　　　　　　　　μ翫＋2伽砺＋粉
　さらに，作動要求状態の平均継続時間が非作動要求状態の平均継続時間より非常に小さい，つまり
λM《μM［1／h］であれば，式（522）は
　　　　　　　　　　　　　　ωuu弼λちuT駕一2QpuλDU．　　　　　　　（5．23）
　上式は，一方のチャネルがDUフォールト時にもう一方のチャネルが故障となる場合の危険事象率の
合計になっている．
5．4．2　MC2（MC3）による危険事象率
　図5．5から平衡方程式が次のように得られる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（λM十λDP十一）Pr｛B｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　　＝λpδPr｛A｝十μMPr｛F｝十μPr｛G｝，　　　　　　　　　　　　　（5．24）
　　　　　　　　　　　　　（πλpu十7rλPP十μM）Pr｛C｝
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　＝7Pr｛F｝＋μPr｛E｝＋λMPr｛A｝，　　　　　（525）
　　　　　　　　　　　　　（λpu十μ十λM）Pr｛D｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　＝μMPr｛E｝十λDI）Pr｛A｝十一Pr｛G｝ラ　　　　　　　　　　　　　（526）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　（πλpu十μ十μM）Pr｛E｝
　　　　　　　　　　　　　　ニλMPr｛D｝十フrλDoPr｛C｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　（527）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（7rλPP十μM十一）Pr｛F｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　　＝λMPr｛B｝十7τλDuPr｛C｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5，28）
　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（λM＋ゲ＋μ）Pr｛G｝
　　　　　　　　　　　　　　＝λpわPr｛B｝十λpJ》r｛D｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　　（529）
　　　　　　　　　　　　　mPr｛H｝
　　　　　　　　　　　　　　＝λ癩Pr｛G｝十πλDづPr｛F｝十7τλpJ》r｛E｝，　　　　　　　　　　　（5．30）
　　　　　　　　　　　　　Pr｛A｝十Pr｛B｝十Pr｛C｝十Pr｛D｝
　　　　　　　　　　　　　　十Pr｛E｝十Pr｛F｝十Pr｛G｝十Pr｛H｝ニ1．　　　　　　　　　　　　（531）
　すると，MC2による危険事象率ωUDl1／h］に対して，式（5．17）と同様に，
　　　　　　　　　　　　Pr｛時刻孟で状態Hにない｝ωup論
　　　　　　　　　　　　＝Pr｛E｝πλDU砒十Pr｛F｝πλDp砒十Pr｛G｝λM砒。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5。32）
　式（5．24）～（5．32），前提条件（h）より，m→OQとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1となる．
　Mapleでωupについて解くと，分子が200項，分母が600項程度の式となるが，前提条件（d）より，
2／T《μ［1／h］，式（5．18）の導出と同様に7rλp《μM［1／h］とすると，ωup［1／h1は
　　　　　　　　　　　　ωUP霜λpuλDDλM
　　　　　　　　　　　　　×協μ＋μ鉛μ｛（2π＋1）λM＋（π＋・）μ｝
　　　　　　　　　　　　　　＋μM厩（π2＋2π）λ鉛＋（π2＋3π）λMμ叔μ2｝
　　　　　　　　　　　　　　＋μ鵡＋2λ鉛μ＋λMμ2＋蓄1
　　　　　　　　　　　　　／［警｛齢＋μ）協（3λ鎧＋4λMμ＋μ2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2μ2　　　　　　　　　　　　　　超M（3λ溢＋5λ鉛μ＋2λMμ2＋一）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁
　　　　　　　　　　　　　　瑞＋2入協μ＋λ鎧μ2＋2λ亭μ2｝］・　　　（5・33）
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図5。8　MC2の危険事象率の近倶式と厳密式との偏差率（πλp＝10鴫11／h1，T＝104圓，、00＝60［％1，μ＝10－1［1／hl）
図5．8にωupに対するε［％］の数値解析例を示す，μ＝10－1［1／h］とし，他は図5，7と同じ条件とした．
偏差率の絶対値は，πλDT《1，7rλD《μ短［1／h］および2／T《μ［1／h］ならば，Pσなどに無関係に
1［％］未満となる．
　特に，式（5．33）で，低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《2／T《μ《μM［1／hlであれ
ば，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　あuλPPλM　　　　　　　　　　　　　ωUD弼　2　弼QDuQPPλM　　　　　　　（5。34）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7μ
となり，これはDUフォールトかつDDフォールトで作動要求となる場合の推定式を表している．
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわちμ《λM［1／h］，μ《μM［1／h］であれば，
　　　　　　　　　　　　　ωU醗λpuλPP繍＋（2π＋1）μ鉛λM
　　　　　　　　　　　　　　　　→｛π2＋2π）μMλ鉛＋π2λ聾｝
　　　　　　　　　　　　　　／／多（μ湯＋3μ鉛λ幽λ鉛＋λ鎧）｝．　　（5・35）
　これは，さらにλM《μM［1／hlのとき，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωUD廻QDUλPP　　　　　　　　　　（5．36）
となり，DUフォールトでDD故障となる場合の推定式を表している．
　前提条件（b）よりチャネル＃1とチャネル＃2の故障率！ま同値であるので，MC3の危険事象率ωDU［1／h］
はωUD［1／h］と等しくなる．
5．4．3　MC4による危険事象率
図5．6から平衡方程式が次のように得られる，
（λM十λPD十μ）Pr｛B　U　D｝
ニ2λPわPr｛A｝十μMPr｛E　U　F｝十2μPr｛G｝，
（2πλm＋μM）Pr｛C｝
　＝μPr｛E　U　F｝十λMPr｛A｝，
（πλPD十μ十μM）Pr｛E　U　F｝
　ニλMPr｛B　U　D｝十2πλDpPr｛C｝り
（λM十2μ）Pr｛G｝＝λPDPr｛B　U　D｝，
隅Pr｛H｝ニλ露Pr｛G｝十7rλpわPr｛E　U　F｝，
Pr｛A｝十Pr｛B　U　D｝十Pr｛C｝十Pr｛E　U　F｝
　十Pr｛G｝十Pr｛H｝－1。
（537）
（538）
（5。39）
（5．40）
（5、41）
（5，42）
すると，MC4による危険事象率ωpp［1／hlに対して，式（5，17）と同様に，
Pr｛時刻オで状態Rにない｝ωDP砒
　二Pr｛E　U　F｝πλDDdオ十Pr｛G｝λM4オ。 （5。43）
　式（537）～（5．43），前提条件（h）より，m→oOとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1となり，
πλD《μM［1／h］としてωPD［1／hlを近似すると，
　　　　　　　　　　　　ωDD蜘λちD［2μ涛μ繍μ｛（4π＋2）λM
　　　　　　　　　　　　　　　　＋（4π＋4）μ｝鞠μ｛（2ノ＋4π脇
　　　　　　　　　　　　　　　　＋（6ノ撒＋2）λ礫＋（4ノ＋2網）碍
　　　　　　　　　　　　　　　　＋ノμ｛2稀＋8稀μ＋・・λMノ＋4μ専1
　　　　　　　　　　　　　　　／レ2｛μ聾（λM＋2μ）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋μ鉛（3λ鉛＋8λMμ＋4μ2）
　　　　　　　　　　　　　　　　十μM（3λ汚十10λ鉛μ十9λMμ2十2μ3）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋λ盤＋4λ協μ＋5λ勧μ2＋2λMμ3｝1．　　　（5・44）
　図5，9にωppに対するε［％］の数値解析例を示す．各パラメータの数値は図5。8と同じものを用い
た．MC4による危険事象率の偏差率の絶対値は，近似条件πλDT《1，πλp《μM［1／h］および
2／T《μ［1／h］を十分満たしていればPσなどに無関係に1［％］未満となる。
　式（5．44）で，低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《μ《μMl1／h］であれば，式（520）
より，
　　　　　　　　　　　　　　　ωpD譜獣λM偽p．　　　　（5．45）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ
　これは，両チャネルがDDフォールトで作動要求が発生する場合の推定式を表している，
46
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図5・9　Mc4の危険事象率の近似式と厳密式との偏差率（πλP＝10－6［1／hl，．oo＝601％1，μ＝10－1［1／hl）
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわちμ《λM［1／h］，μ《μM［1／h1であれば，
　　　　　　　　　　　　　ωPD　弼2λちp｛μ涛十（2π十1）μ協λM
　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（π2＋2π）μM脇＋π2λ湯｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　／｛μ（幽＋3μ協λM＋3μMλ協＋λ湯）｝，　　　　　（5．46）
　さらに，λM《μMl1／h］であれば，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωDD廻2λppQDD　　　　　　　　　　（5．47）
となり，一方のチャネルがフォールト時にもう一方が故障する場合の危険事象率推定式の和を表している．
5．4．4　システム全体の危険事象率
　前節までに図5．3で表される各最小カット集合から構成される並列チャネルにおける危険事象率をそ
れぞれ求めた．ここで，システム全体の危険事象率にっいて，
　　　　　　　　　　　　　　ω砒＝Pr｛（オ，オ＋4司で危険事象｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Pr｛∪（MC琶が原因で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オ，孟＋凋で危険事象）｝，　　　　　　　　　　　　　　（5．48）
　　　　　　　　　　　　　σdオ
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図　5．10　研『とωHとの偏差率（μ＝10－1［1／h］）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ΣPr｛Mαが原因で（ち舌＋4司で危険事象｝
　　　　　　　　　　　　　ぎニ　
　　　　　　　　　　　　ニ（ωuu十2ωup十ωDD）砒，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．49）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　里砒二σ砒一ΣPr｛MαとMqとが原因で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゑゴニユぼヂゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オ，辞砒】で危険事象｝　　　　　　　　　　　　　（5・50）
　とすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　望≦ω≦σ　　　　　　　　　　（5．51）
となる［331，σと望はそれぞれ真値ωの上界と下界とよばれている．リスク評価では近似的に上界を用
いてシステム全体の危険事象率の推定式とする場合が多い．
　ここで，λM《μM［1／h］の高発生率短継続作動要求モードにおいて，上界砺と下界里旦はそれぞれ，
　　　　　　　　　　　　　婿弼2QDUλDU＋2QpuλDD＋2QDPλDP，　　　　　（5・52）
堕廻砺一（2偽uλDP＋4QpuQDPλρu
　　　＋4賜DQpuλDU＋4偽uQPPλPD
　　　＋2賜DλDU＋4QDuQPPλDD）。 （5。53）
また，低発生率短継続作動要求モードにおいて，上界砺と下界ωLはそれぞれ，
　　　　　　　　　　　　碓λちuT2λM＋2QpUQDDλM鴫λM，
　　　　　　　　　　　　　　　　3
（5。54）
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図　5．11　砺とωLとの偏差率（μ＝10－1［1／h］）
塑舘砺一（2賜uQPPλM
　　峨偽uQちDλM＋2QDuQちDλM）． （5。55）
μ＝10－1［1／hlとして，房万と望互との偏差率εH＝100×（砺7一里旦）／砺を縦軸に，Tを横軸にして
図5．10に示す，同様の条件で，砺とωLとの偏差率εL＝100×（砺一ωL）／砺を縦軸に，Tを横軸に
して図5。11に示す．どちらの図においてもλ1）T《1ならば，偏差率は1［％］以内に収まっている．
5．4．5　近似式の妥当性とRRR
　規格では，作動要求モードは「低頻度作動要求」と「高頻度作動要求又は連続」との2種類のみに分
類されており，危険事象率はそれぞれのモードで「作動要求あたりのSRS機能失敗確率（すなわちSRS
のアンアベイラビリティ）に作動要求率をかけた値」［34］と「SRS故障率」［35］とで定義されている．ま
た，低頻度作動要求モードは「SRSへの作動要求頻度が1［1／year］より大きくなく，かつ，プルーフテ
スト頻度の2倍よりも大きくない場合」，高頻度作動要求又は連続モードは「SRSへの作動要求頻度が
111／year］より大きい，又はプルーフテスト頻度の2倍よりも大きい場合」と定義されている［35L
　ここで，文献［36］のように，一般的に故障率のデータは1桁ないし2桁程度の有効数字で与えられて
いる場合が多い．このようなデータ上の制約もあり，実用上の観点から，規格では，例えば，SRS故障
率（本論文ではω，5．5。3節参照）のSIL1は10－6［1／h］≦SRS故障率＜10－5［1／h］であり，同一のSIL
におけるSRS故障率の最大値は最小値の10倍程となっている，近似式（5。18），（5．33）および（5。44）と
これらの厳密式との偏差率は，すべて11％］以内となっており，SRS故障率が異なるSILの境界に近い値
の場合を除いて，11％1程度の偏差率をもった近似は実用上SILの決定に際して許容できると考えられる，
49
　以上のことから，式（5．49）で定義される上界を近似的にシステム全体の危険事象率とすることは，
λpT《1の条件でリスクを若干過大に見積もるが，全体システムのリスク評価として実用上妥当であ
るといえる．
　また，作動要求あたりのSRS機能失敗確率に相当する値を本論文ではRRR≡…ω／λM紀σ／λMとす
る．すると，
　　　　　　　　　　　　　RRR弼（ωuu十2ωup十ωpp）／λM　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．56）
が得られる．
5．5　考察
5．5．1　システム全体の危険事象率と危害への平均吸収時間
　川原らは，SRSがDD故障のみをもつ単一チャネルにおいて，危害（1，1）からフォールトでなくかつ
作動要求状態でない初期状態（0，0）に瞬時に遷移する状態遷移モデルからシステム全体の危険事象率を
導出している。また，危害の回復のない場合，すなわち危害を吸収状態とした吸収マルコフモデルから
平均吸収時間の逆数を導出し，これがシステム全体の危険事象率と一致することを示している［18エ，
　著者らも，図5。4～5。6に示した状態遷移モデルの危害（1，1，1）を吸収状態とし，これらの吸収マルコ
フモデルにおける危害（1，1，1）への平均吸収時間の逆数の推定式を文献［371に基づいて導出した．そし
て，それぞれの平均吸収時間の逆数の推定式と危険事象率の推定式とを比較した結果，それらは一致す
ることがわかった，
　吸収マルコフモデルにおいて，平均吸収時間は初期状態（ここでは（0，0，0））から吸収状態（1，1，1）に到
達するまでの平均時問である［38］．一方，本論文で提案した状態遷移モデルでは，危害（1，1，1）から初期
状態（0，0，0）へは，瞬時に遷移するとしているので，孟→OQの定常状態において，それぞれの危険事象
率は，初期状態（0，0，0）から危害（1，1，1）への平均到達時間の逆数であるともいえる．両モデルの（0，0，0）
から（1，1，1）への平均到達時閲は一致することになるので，本論文で導出した危険事象率と吸収マルコフ
モデルにおける平均吸収時間の逆数が一致すると考えられる．
5．5．2　2－out－of－3構成のSRS
　2－out－o倉3多数決SRS（以下，2－out－of－3SRS）の具体的な例として，自動運転を行う車の方向制御
システムが考えられる．2－out－o卜3SRSの信頼1生ブロック図は，共通原因故障が無視できれば，最小
カット集合によって，図5．3に示した1－out－of－2SR，Sの3直列構成として書き換えることができる．
すると，本論文で導出した定式化を繰り返せば，2－out－of－3SRSをもつ全体システムの危険事象率推
定式を導出することができる．
5．5．3　規格との比較
　本論文で示された低発生率短継続作動要求モードと高発生率短継続作動要求モードの危険事象率はそ
れぞれ，規格の「低頻度作動要求モード」と「高頻度作動要求又は連続作動要求モード」の危険事象率
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図　5。12　正規化した危険事象率のPT問隔による変化（μ＝10－111／h］，μM＝10211／h］，π＝1，
　　　DO＝601％］）
λD＝10－6［ ／h］，
に漸近するが，その他のモードでは両者の危険事象率は必ずしも一致しない．この不一致は，規格が2
種類のモードのみによって作動要求モードを規定しているところに原因がある．
　例えば，図5。12にμ＝10｝1［1／h］，μM＝102［1／hl，π＝1，λp＝10－6［1／h］，1）σ＝60［％］の条件で，
規格の定義による危険事象率と本論文の定式化により得られる危険事象率との数値計算による比較を示
す．横軸は作動要求頻度ωM＝λMμM／（λM＋μM），縦軸は危険事象率を式（5。52）（すなわち・SRS故障
率）で除して正規化したものとした．太線は規格による危険事象率を正規化したもの，細線は本論文によ
る危険事象率を正規化したものを示す。作動要求頻度が高頻度である場合（図5．12ではωM＝10011／h］
程度），細線が太線に漸近している。すなわち，ωM＝100［1／h］程度では，本論文による危険事象率が
SRS故障率とほぼ等しくなることを示している。また，ωM＝10『6～10－4［1／hlでは両者の比は3倍程
度に収まっており同一のSILとみなせる可能性があるが，ωM＝1［1／year］創1。14×10－4［1／hl近辺で
は，Tニ0．5または1［1／yearlの場合に両推定値の比が10倍以上となり，同一のSILとはみなせなく
なり規格の定義では合理的にSILを定めることができないことがわかる．従って，1－out－of－2および
2－out－of－3SRSのリスク軽減性能をSILによって評価するに際しては，本論文で提案した定式化の適
用が不可欠であると考えられる。
5．5．4　今後の課題
　本論文では，前提条件（b）でチャネルの故障が指数分布に従うとしている，Drenickの定理に従えば，
チャネルが多数の修理系部品によって構成されている場合，各部品の故障の分布型にかかわらず，チャネ
ルの故障は近似的に指数分布に従うということが知られている［39Lこの定理と前提条件（a），（c），（d），
（f），（i）から，チャネルの故障が指数分布でモデル化できると設定することは多くの場合妥当であると考
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えられる．しかし，チャネルの故障が指数分布でモデル化できない場合については，今後の研究課題で
ある．
5．6　まとめ
　本論文では，信頼性ブロック図と状態遷移モデルを用いて任意の自己診断率をもっ1－out－of－2SRS
が設置された全体システムの危険事象率推定式を導出した．これにより，冗長SRSのSILの合理的な決
定が可能となる．
　まず，各チャネルにDUおよびDD故障部をもつ1－out－of－2SRSへの作動要求による危害の状態遷
移モデルは，多数の状態をもち複雑になる．そこで，最小カット集合を用いて最小カット並列構造の直列
結合の信頼性ブロック図を作成し，各々の最小カット並列構造について状態遷移モデルを構成した．こ
れによって，規格実施上有用な危険事象率推定式およびRRRを導出した．これらの式によって，SIL
を簡単に見積もることができる。
　次に，各状態遷移モデルから導出した危険事象率推定式と吸収マルコフモデルから導出した平均吸収
時間の逆数の推定式とが一致することについて考察した。また，本論文で得られた1－outof－2SRSの
定式化が2－out－of－3SRSにも適用できることを示した．これにより，煩雑な計算をせずにSILを見積
もることを可能とした．
　さらに，現規格と本論文での定式化との比較を行い，本論文での導出結果の適用が規格実施上必要と
なる合理的なリスク評価に不可欠であるこ』とを示すことにより，中発生率作動要求モードのような場合
でもSILの合理的な決定が可能となった．
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　第6章
結　　言
本論文は，IEC61508に代表される規格を実施する際に必要とされる危険事象，作動要求とSRS故障
との関係を解析し，危険事象を合理的に定量評価する方法を主体の内容としている，
　まず，リスクの定義を明確化するために，危害をアイテムの状態をあらわす用語に限定して用い，リス
クを「ある危害をもたらす危険事象の当該条件下での生起確率と当該危害の苛酷度との組み合せ」と修
正して定義することを提案した．これを用いて，リスクの定量化の基盤である危険事象頻度，危険事象
率，危険事象生起確率，危害修復率などの定量モデル化の方策を示した。これにより，国際規格のIEC
61508で必要とされるSRSへのSILの割り当てを，危険事象率を基準とした合理的な方法で行うこと
が可能となる．
　1－ou毛一〇仁1SRSをもつ全体システムの危険事象率を順序依存型故障論理によって導出した．作動要
求率に対する危険事象率の比をRRRとして定義した．そして，RRRと危険事象率とをそれぞれ現行の
規格の「低頻度作動要求モード」と「高頻度作動要求又は連続モード」にかわるSILの性能標準とし，
それぞれの表から得られるSILが異なる場合には，低い方の水準を当該SRSのSILとすることを提案
した、これから，作動要求率が10『411／hlより小さい値ならば本論文の表1．1によって，そうでなけれ
ば表1．2によってSILが決定できるようになった．このようにして，現行の規格では明記されていない，
作動要求率が低発生率である場合や作動要求状態が中継続である場合であっても，合理的にSILを決定
することが可能となる．
　また，平均フォールト時間を用いてフォールトがランダムに修復されるものとし，危険事象過程を状
態遷移図を用いて危険事象率の推定式を導出した．さらにシミュレーションによってその妥当性を示し
た．さらに，平均フォールト検知時間確率モデルによる推定式を若干修正すれば，本論文による一般化
された状態遷移モデルの特別な場合の危険事象率推定式と一致することを示した．これらにより，ラン
ダムPTを用いた際のSILの決定方法が妥当であるといえる．
　1－out－o倉2SRSが設置された全体システムにおいて，信頼性ブロック図と状態遷移モデルを用いて
任意の自己診断率をもつ危険事象率推定式を導出した．最小カット集合を用いて最小カット並列構造の
直列結合の信頼性ブロック図を作成し，各々の最小カット並列構造について状態遷移モデルを構成した．
これによって，規格実施上有用なリスク軽減比および危険事象率推定式を導出した．さらに，各状態遷
移モデルから導出した危険事象率推定式と吸収マルコフモデルから導出した平均吸収時間の逆数の推定
式とが一致することにっいて考察した．また，本論文で得られた1－out－oβ2SRSの定式化が2－out－oβ3
SRSにも適用できるこ．とを示した。
　以上のように，危険事象率が，マルコフ状態遷移図と順序依存型故障論理との異なるアプローチから
導出され，さらにモンテカルロシミュレーションにより妥当性が確認された．また，本研究により，従
来解決できなかった問題，すなわちSRSが1－out－of－2構成であり，それぞれのチャネルがDU故障部
とDD故障部をもつ場合について定常状態とみなせる任意の作動要求に対して，合理的に危険事象の発
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生率すなわちリスクを推定することが可能となった．
　現在IEC61508は，欧州において鉄道（EN50126）や機械装置（IEC62061）の分野に，北米では化
学プラント（IEC61511）を中心に，アジアにおいても新規建設の化学・発電プラントや新幹線建設など
に適用され始め，目本やドイツでは自動車の電子制御に適用が検討されている．それらのシステムでは
SRSが1－out－o倉2構成であり，それぞれのチャネルがDU故障部とDD故障部をもっ場合も多く，本
研究成果が適用されることが期待できる．
　また，本研究は，今後の課題であるDU故障部とDD故障部とを含む複雑な構成のSRSに対する同
様の定式化の礎となるであろう．
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